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平成13年度の土地改良法の改正により，環境との調和への配慮が事業実施の原則とされ，全ての農業農
村整備事業において，自然と共生する環境の創造に貢献する事業内容を含みながら事業が進められている。
従来から，農業・農村の基盤整備の実施に当たっては，地域住民の意見を踏まえつつ，地域の環境・景

観等に配慮した整備を進めてきたものの，事業への環境配慮の原則化により，農業土木技術者には環境と
の調和に配慮した幅広い計画，設計，施工技術の取得が一層必要となってきている。
また，平成18年度に農業農村整備事業における生態系配慮の技術指針が策定され，農村地域の水田や水

路等に生息・生育する生物を保全するため，生物のネットワークの重要性や工種横断的な環境配慮の手法
等がより具体的に示され，平成19年度以降に着手又は計画変更する国営事業については，上記指針に基づ
き環境配慮計画を作成することが求められている。
このような状況を踏まえ，農業土木技術研究会では，「広域的な生態系保全の環境配慮対策　～生物のネ

ットワークの保全・形成を視点に～」をテーマに研修会を開催する。

１．開催日時：平成21年1月29日（木）10：00～16：30（受付は9：15より行います。）
２．開催場所：科学技術館（サイエンスホール）TEL 03－3212－8485 FAX 03－3212－8485

東京都千代田区北の丸公園2－1
３．プログラム
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平成20年度農業土木技術研究会研修会の開催案内
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４．参 加 費：農業土木技術研究会　会員　5,000円　非会員　8,000円
（昼食代は含みません。参加費は当日会場にて申し受けます。）
＊会員とは年会費を納めて機関誌「水と土」が手元に届いている方のことをいいます。

５．参加人数：定員400名（会場の都合により定員になり次第締め切ります。）
６．農業土木技術者継続教育プログラム認定

本研修会は，農業土木技術者継続教育のプログラム認定を受けており，受講された方には4単位
（予定）が認定されます。
継続教育登録会員の方は申込書に会員番号を御記入願います。

７．申込方法： 盧申込期日　平成21年1月9日（金）まで
盪申 込 先　〒105-0004 東京都港区新橋5－34－4

農業土木会館内
農業土木技術研究会　ＴＥＬ　03－3436－1960

ＦＡＸ　03－3578－7176
蘯手紙又はFAXでお申込ください。

科学技術館への案内図・道順
●地下鉄
・東西線　竹橋駅下車（1B出口）
・半蔵門線・都営新宿線

九段下駅下車（2出口）
各駅徒歩約7分

＊申し訳ございませんが，当日は外部からの
電話の取り次ぎは出来ませんので，急用の
場合は，表面のFAX番号へお願い致します。

水と土　第155号　2008
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水と土 第155号 報文内容紹介

九頭竜川下流地区におけるコスト縮減
番詰憲彦・金村　博・大塚直輝・中山公太

九頭竜川下流農業水利事業では，九頭竜川下流地区での農業
用水路のパイプライン化に取り組んでおり，口径3,500mmを主
とする十郷用水路等の大口径パイプライン工事を行っている。
当事業では，事業を適正に実施し，投資効果を高めるため，コ
スト縮減が至上命題となっており，現場条件にあった低コスト
施工に努めているところである。本稿は，当地区におけるコス
ト縮減のための取り組みを紹介するものである。

（水と土　第155号　2008 P. 35 設・施）

NATM工法による水路トンネルの施工と
コスト縮減の取組みについて
小野健一郎・谷山廣行

水資源機構豊川用水総合事業部では，豊川用水二期事業によ
り幹線水路の複線化を実施している。複線化工事のうち西部幹
線併設水路新宮工区工事は，西部幹線併設水路24.1kmの1,859m
区間の施工を行うもので，施工内訳は153mが鋼管（φ1,800mm）
による管水路工，1,706mがNATM工法によるトンネル区間であ
る。
本稿は，豊川用水二期西部幹線併設水路新宮工区の小断面

NATM工法による水路トンネル施工において，吹付けコンク
リートを厚くすることによって，ロックボルトを省略する工法
について検討，施工を行った報告である。

（水と土　第155号　2008 P. 52 設・施）

鋼製桟道橋の設計について
川口　裕・海野正哉

邑智西部区域特定中山間保全整備事業では，島根県浜田市，
江津市，邑智郡邑南町において森林，農用地と基幹農林業用道
路の一体的な整備を行っている。基幹農林業用道路は，全幅員
6.0m，延長9kmで始点部は山間部の急斜面を通過するルートで
あり，本報文では谷部を跨ぐ比高20m，スパン50～60mの区間
について，建設予定の桟道橋の設計について報告する。

（水と土　第155号　2008 P. 68 設・施）

北野幹線水路北野Mサイホン工事における
フルームインパイプの設計と施工について
白枝　健・宮戸邦雄・下瀬　耕三郎

北野幹線水路北野Mサイホンは，既設水路にφ900×2連の
FRPM管をフルームインパイプする構造としていたが，設計VE
検討会を開催しφ1200×1連に変更した。この結果，土地改良事
業計画設計基準設計「パイプライン」に示す基床厚さを確保で
きないことから，FEM解析による数値的な構造確認を行った。
また，数値解析の条件としてエアモルタルが均質で完全充填

された状態を前提としていることから，エアモルタルの品質及
び充填に留意して施工した。

（水と土　第155号　2008 P. 39 設・施）

ダクタイル鋳鉄管の継手による曲げ配管について
木村　聡・飯山智弘・草野聡也

国営かんがい排水事業雄武中央地区は，北海道網走支庁管内
の北部に位置する雄武町内で畑地かんがいを行うため，平成21
年度の事業完了に向け，ダム及び用水路の整備を進めている。
本報告では，地区の幹線送水路で，林道沿いの路線配置とな

り曲線が連続する沢木送水幹線水路において，ダクタイル鋳鉄
管の継手における曲げ配管によりコスト縮減を図った際の施工
管理方法について，事例紹介するものである。

（水と土　第155号　2008 P. 22 設・施）

既設開水路を利用した管埋設工法
－両総農業水利事業 南部幹線用水路における取組事例－

木原伸英
両総農業水利事業では南部幹線用水路において，①経済性，

②施工性，③社会性において有効な「既設開水路を利用した管
埋設工法」の施工実績を積重ねている。本報では「既設開水路
を利用した管埋設工法」の概要と有効性を紹介し，その具体的
取組事例として平成19年度に施工した南部幹線用水路その40工
事における設計施工方法について報告する。

（水と土　第155号　2008 P. 28 設・施）

コンクリートボックスカルバート水路改修に
おける軽量盛土工法によるコスト縮減

菅野佑治
国営かんがい排水事業「新湖北地区」は，旧国営かんがい排

水事業で造成された施設の改修や，揚水機場の増設を行ってい
る。
本報では，本地区の幹線用水路において改修予定の現場打ち

コンクリートボックスカルバート暗渠を事例として，設計にお
けるコスト縮減事例を紹介する。

（水と土　第155号　2008 P. 47 設・施）

現地発生木質廃材を用いたリサイクル緑化工法
森迫光晴

広域農道整備事業　大分中部地区の道路盛土法面の緑化とし
て，近隣の工事で発生した木くずを再利用した工法を採用し施
工した結果を報告する。

（水と土　第155号　2008 P. 64 設・施）
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伊江地下ダムにおける建設汚泥の
有効利用について
高須照幸

主要施設である伊江地下ダムは，琉球石灰岩層内に原位置撹
拌工法（SMW工法）にて止水壁を造成する工事です。離島での
施工という地理的条件から建設発生土，特に原位置撹拌工法に
て止水壁造成時に発生する建設汚泥の処理という課題に対処す
る必要があります。
島内利用にあたって，天日干しにより乾燥させることで品質

の第3種処理土程度が期待できること，空気中の二酸化炭素とア
ルカリ成分の反応により，アルカリ性の低減が期待できること，
現在まで止水壁本体において生活環境保全上の基準を満足して
いることから，天日干しの有効性の確認する必要があります。

（水と土　第155号　2008 P. 81 設・施）

〈歴史的土地改良施設〉
白寿の施設　古笊田堰

大西正修
利根川周辺での煉瓦造水門が数多く建設されたが，現存する

のは少数である。今回はその中で現役で農業用水を取水してい
る築99年の古笊田堰を歴史的施設として紹介するものです。

（水と土　第155号　2008 P. 85）

県営湛水防除事業桑原地区における
コスト縮減の取り組み事例について

今井　洋
県営湛水防除事業桑原地区で新設する桑原排水機場における

コスト縮減の取り組みについて報告する。
（水と土　第155号　2008 P. 74 設・施）

設計VEによる水窪ダム改修工事の
コスト縮減計画について

増子昇二
前歴事業により造成された水窪ダムの各施設が，経年変化に

より老朽化が著しいため改修工事を行う必要がある。
取水塔も鋼材の発錆等により補修の必要があるが，池敷内へ

の工事用の進入道路を造成する計画にあたり，設計VE方式によ
る業務を行い，コスト縮減を図ることとした。
VE検討会では事業計画に対して多くの代案が出され，その中

で前歴事業で使用されていた原石山運搬道路を利用する案を採
用することで大幅なコスト縮減が可能となった。

（水と土　第155号　2008 P. 77 企・計）
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１．Web検索サービスの開始

農業土木技術研究会の会員サービスの一環として，Web上で「水と土」の検索サービスを開始しました。
平成20年6月現在，第1号（昭和45年）から第144号までの各号を検索・閲覧することができます。

２．アクセス

全国農村振興技術連盟のホームページ（http://www.n-renmei.jp/）の「水と土」のコーナーから，もし
くは直接，検索サービスページ（http://mizutotuti.jp/）を開いて下さい（図－1）。
以下のトップ画面の「ログイン」をクリックし，ユーザー名（U）及びパスワード（P）を入力（図－2）

して「OK」をクリックすれば，検索画面（図－3）が立ち上がります。
なお，パスワード等は，不定期に変更する場合がありますので，入力する際は最新号をご覧下さい。

会員向けに「水と土」のWeb検索サービスを開始

図－1
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図－3

図－2
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３．検索

盧一覧からの選択
一覧の「図書名」をクリックすると当該号が全てPDFファイルで表示されます。
また，「目次」をクリックすると，当該号の目次が表示されます。
盪全文検索
目次内検索をクリックすると「目次内全文検索」の画面が立ち上がります（図－4）。
ここでは，全文検索機能を使い，各号「水と土」の目次内にあるキーワードを手がかりに，自分が探し

たい報文などの抽出を行います。
検索方法は以下のとおりです。

①単一単語検索
調べたい単語を一つ指定するだけのもっとも基本的な検索手法です。
例：ダム

②AND検索
ある単語とある単語の両方を含む文書を検索します。検索結果を絞り込むのに有効です。3つ以上の単
語を指定することも可能です。単語と単語の間に and を挿みます。
例：ダム and 工法
andは省略できます。単語を空白で区切って羅列するとそれらの語すべてを含む文書をAND検索しま
す。
③OR検索
ある単語とある単語のどちらかを含む文書を検索します。3つ以上の単語を指定することも可能です。
単語と単語の間に or を挿みます。
例：ダム or 工法

④NOT検索
ある単語を含み，ある単語を含まない文書を検索します。3つ以上の単語を指定することも可能です。
単語と単語の間に not を挿みます。
例：ダム not 工法

図－4
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４．会員申し込み

トップページの「入会の申し込みはこちらから」をクリックすると入会案内・手続きのページが表示さ
れます。
ここでは，入会申込みフォームを使ってWeb上での入会申し込みが出来るほか，FAX・郵便用の申込用

紙をダウンロードすることが出来ます（PDFファイル）。

図－5
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本年6月14日貍8時43分，マグニチュード7.2の阪神大震災級の地震が岩手・宮城内陸部を襲った。震源地

に近い岩手県奥州市と宮城県栗原市では震度6強を記録し，中山間部を中心に甚大な被害が発生した。

農業用水路の被災等により一部の水田で用水不足が生じたため，東北農政局では，県，市等の要請によ

り，岩手県一関市及び宮城県栗原市の被災地に災害用応急ポンプ20台の貸出しを行った。

東北農政局として一度に20台も災害用応急ポンプを貸出したことは稀なことと思われ，今後の災害用応

急ポンプ有効活用に向けて，今回，反省点・課題等を整理してみた。

災害用応急ポンプは，①農地または農業用施設が災害を受けた場合，または，受ける恐れがある場合，

②土地改良事業など農林水産省所掌事業に関する工事に使用する場合，③教育・試験・研究に関して使用

する場合などに対応するため，各農政局土地改良技術事務所に配備されている。

借受けに係る費用については，地方公共団体等が借受ける場合は有料であったが，平成19年度に関係省

令が制定され，災害の応急復旧や災害の恐れがある場合は，借受け機関を問わず無償となった。また，教

育・試験・研究のために使用する場合も借受けに係る費用が無償となる範囲が拡大された。詳細は各農政

局土地改良技術事務所ホームページを参照されたい。

また，ポンプの運搬・設置・撤去は，通常，借受け者自身で行うこととなっているが，今回の地震では，

借受け者自身がポンプの運搬・設置を行うことは困難であったことから東北農政局が代行した。

（ポンプの分散配置の推進）

今回の地震は，近傍の宮城県北部及び岩手県南部で発生したため，ポンプが配備されている土地改良技

術事務所（仙台市）からのポンプ搬送が比較的容易であった。遠方での災害であれば，運送時間等，迅速

な対応が困難であることから，各県単位にポンプを分散配置しておく必要があると思われる。

東北農政局では，ポンプの分散配置を進めているところであるが，現時点ではまだ，一県のみしか受入

れがない状況である。また，他の農政局においても，一農政局で実施しているのみで，今後，ポンプの分

散配置を推進する必要がある。

（農政局間の連携）

今回の地震では，主として，用水路の被災により用水供給ができなくなった農地へ用水補給する目的で

ポンプが使用された。被災地は中山間部であるため，高低差のある農地へ用水供給できる高揚程ポンプを

【巻 頭 文】

災害用応急ポンプの有効活用に向けて

尾　川　幸　彦＊

（Sachihiko OGAWA）

＊東北農政局土地改良技術事務所（Tel．022－295－5544）
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要望された。当事務所に配備されている高揚程ポンプ台数では足りなかったため，関東農政局のポンプを

借用して対応した。

今回の経験を生かし，高揚程ポンプをより多く配備していく必要があるが，一農政局で多種のポンプを

数多く配備するのは非効率であり，また，被災地の場所によっては，近隣農政局から運搬した方が効率的

な場合もあることから，農政局間で連携して対応する必要がある。

（休日対応，関連メーカーとの連携）

災害復旧については迅速に対応する必要があり，休日も対応してきたところであるが，ポンプの運搬，

設置等は，職員自ら全て行うことはできず，ポンプメーカーなど外部の者に依頼せざるを得ない。そのた

め，日頃から，災害時の対応について関係者と調整しておく必要がある。

また，職員でできる部分は日頃から訓練をしておく必要がある。

（付属部品等の整備）

ポンプ本体の点検・整備は毎年行っているが，ホースなど付属部品については点検が十分でなく，水漏

れなどがあった。今後は付属部品の点検・整備にも留意していく必要がある。また，ポンプとは直接関係

ないが，ブルーシートの要望があった。被災地では，大量のシートが緊急に必要となり，入手不可能とな

る場合もあると思われるので，合わせて備えておくことも必要と思われた。

異常気象による洪水や干ばつの頻発や今後大地震の発生の恐れがある現在，災害用応急ポンプの有効活

用の参考になればと思う。
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１．はじめに

農林水産省農村振興局では，平成9年度から公
共工事のコスト縮減に取り組んでいるところで
す。しかしながら，行き過ぎたコスト縮減は品質
の低下を招くおそれもあり，平成17年4月に「公
共工事の品質確保促進に関する法律」が制定され
た主旨等を踏まえ，今までのコスト削減のみを重
視した取組から，平成20年度からはコストと品質
の両面を重視する「コスト構造改善」に取り組む
こととして「農業農村整備事業等コスト構造改善
プログラム」（以下「改善プログラム」という。）
を策定しました。ここでは，これまでのコスト縮
減の取組と平成20年度から取り組む「改善プログ
ラム」の概要について述べたいと思います。

２．コスト縮減に関するこれまでの経緯

公共工事のコスト縮減については，平成9年度
から11年度までの3年間の取組において，全省庁
の連携や公共工事担当省庁等における創意工夫の
強化により，公共工事執行システムの中で価格に
影響を及ぼす様々な要因について改革を進めてき
ました。その結果，平成11年度のコスト縮減率は
約10％となり，当初の数値目標をほぼ達成しまし
た。
しかし，依然として厳しい財政事情の下で引き

続き社会資本整備を着実に進めていくことが要請
されており，これまで実施してきたコスト縮減施
策の定着や新たなコスト縮減施策の推進が重要な
課題となっています。このため，平成12年度から
平成20年度までを期間として，工事の直接的コス

トの低減に加え，施設の品質向上によるライフサ
イクルコストの低減を含めた総合的なコスト縮減
について，「農業農村整備事業等の新コスト縮減
計画」（以下「新コスト縮減計画」という。）を定
めて取り組んでおり，平成14年度においては，卸
売物価等の下落分も含め，20.6％の低減が図られ
たところです。
さらに平成15年度からは，「平成15年度予算編

成の基本方針」（平成14年11月29日閣議決定）の
中で，「コスト縮減の数値目標を早急に定め，そ
れによって現実のコストが引き下がるよう，政府
全体としてコスト構造改革に取り組む」と明記さ
れたことを受けて，新コスト縮減計画を継続実施
することに加え，新たに農業農村整備事業等のす
べてのプロセスをコストの観点から見直し，具体
的数値目標を設定した「コスト構造改革」に取り
組むこととしました。見直しの視点は，①効率性
の向上，②設計等の最適化，③調達の最適化，④
地域特性の重視，⑤透明性の向上の5つとし，平
成15年度から平成19年度までに実施する「コスト
構造改革」の施策プログラムとして，「農業農村
整備事業　等コスト構造改革プログラム」（以下
「改革プログラム」という。）を策定しました。
改革プログラムでは従来からの工事コストの縮減
と新たな取組を加味した「総合コスト縮減率」の
達成目標を15％とし，平成18年度までに12.6％の
縮減率を達成しました。

３．改善プログラムの概要

盧改善プログラムの位置づけ
コストと品質の両面を重視する取組への転換に

当たっては，これまでの総合的なコスト縮減の取
り組みに加え，新たに「コスト構造改善」の取組

【施　策】

農業農村整備事業等コスト構造改善プログラムの策定について

山　闢 秀　昭＊

（Hideaki YAMAZAKI）
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３．改善プログラムの概要………………………………17
４．おわりに………………………………………………21

目　　　次

＊農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室
（Tel．03－3502－8111）
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を導入し，「総合的なコスト構造改善」を推進す
ることとしています。その大きな特徴は，VFM
最大化（注）を重視し価格と品質両面からの施策を充
実することです。
具体的には，これまでの評価項目である工事コ

ストの縮減，事業便益の早期発現，将来の維持管
理費の縮減に加え，新たに，民間企業の技術革新
や調達の効率化によるコスト構造の改善，長寿命
化によるライフサイクルコスト構造の改善，社会
的コスト構造の改善を評価項目とします。
また，現在は新コスト縮減計画と改革プログラ

ムの二つの施策を並行して推進しているところで
すが，平成20年度からは「構造改善プログラム」
に統合して改善施策を推進することとしていま
す。
「コスト構造改善」は，コストと品質の両面を

重視する取組です。したがって，検討・実施する
施策は，直接的に事業のコストの低減につながる
ものに限定せず，環境との調和，施設の長寿命化
等品質の向上に資する施策等や，事業実施の円滑
化により事業便益の早期発現等の社会コスト構造

の改善に資する施策等を幅広く含むものです。こ
のため，改善プログラム策定後も，必要に応じて
施策を追加，変更することとします。
なお，「平成20年度予算編成の基本方針」（平成

19年12月4日閣議決定）においては，平成20年度
以降についてもこれまでと同様の厳しいコスト縮
減計画を新たに策定し，コスト縮減を引き続き強
力に推進することが明記されています。
（注）「VFM（Value for Money）最大化」とは，経済性に
も配慮しつつ，公共事業の構想・計画段階から維持管理
までを通じて，投資に対して最も価値の高いサービスを
提供すること。

盪改善プログラムの対象
「改善プログラム」は，広く国，地方公共団体

等が行う農業農村整備事業等の全体を念頭に置い
て策定するものですが，直接には，国が実施する
農業農村整備事業や海岸事業を対象としていま
す。
また，関係機関・省庁と連携して実施する施策

も含むことに留意し，コスト構造改善に取り組む
こととしています。
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蘯数値目標
本改善プログラムの目標期間は，平成20年度か

ら平成24年度までの5年間となっています。
目標値は，「総合コスト改善率」の指標により，

平成19年度と比較して15％の総合的なコスト改善
を達成することを目指します。
「総合コスト改善率」は，①効率性の向上，②

資源・環境対策の推進，③計画・設計・施工・管
理の最適化，④調達の最適化，⑤地域特性の重視，
⑥透明性の向上の6つの視点からなる取組を適切
に評価するため，改革プログラムにおいて貨幣換
算により評価してきた項目に加え，民間企業の技
術革新や調達の効率化によるコスト構造の改善，
施設の長寿命化によるライフサイクルコスト構造
の改善，工事に伴う環境コスト等社会的コスト構
造の改善をも評価し，コスト改善率に換算したも
のです。

盻具体的施策
コスト構造改善は，農業農村整備事業等のコス

トと品質の両面を重視する取組です。したがって，
検討・実施する施策は，直接的に工事のコストの
低減につながるものに限定せず，環境との調和に
資する施策，既存施設の長寿命化を図りライフサ
イクルコストの低減を通じて効率的な更新整備・
保全管理を推進する施策，工事等の品質の向上に
資する施策，さらには，事業実施の円滑化により
事業便益の早期発現等の社会コスト構造の改善に
資する施策等を幅広く含むものです。
コスト構造改善では，良質な社会資本を低廉な

費用で整備・維持・更新することを目指してお
り，施策の実施にあたっては，社会資本が本来備
えるべき供用性，利便性，公平性，安全性，耐久
性，環境保全，省資源，美観，文化性等の所要の
基本性能・品質の確保を図ることとしています。
農業農村整備事業等で取り組む具体的施策は次頁
の表に示すとおりです。
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眈フォローアップ
プログラムの実施状況については，コスト構造

改善の着実な推進を図る観点から毎年適切にフォ
ローアップし，その結果を公表します。
また，貨幣換算により評価することが困難な施

策については，その他の指標によりできる限り定
量的に把握します。
なお，総合コスト構造改善額の算定方法のイ

メージは次頁の図のとおりです。

水と土　第155号　2008



４．おわりに

今後，平成24年度までに総合コスト改善率15％
の目標達成を目指し，毎年，適切にフォローアッ
プし，その結果を公表することとなります。目標
達成のためには，農業農村整備事業や海岸事業の
直轄事業担当者はもちろん，その他の農業農村整
備事業等の実施に関わられている皆さんにおいて
も「改善プログラム」に位置づけられたコスト改
善施策に積極的に取り組むことが重要です。事業
の推進で忙しい中とは思いますが，目標達成のた
め皆さんとともに努力したいと思いますのでよろ
しくお願いします。
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１．まえがき

国営かんがい排水事業「雄武中央地区」は，北
海道網走支庁管内の北部に位置し（図－1），オ
ホーツク海沿岸にひらけた雄武町の酪農専業地帯
を対象に，受益面積4,039haに畑地かんがいを行う
ため，平成元年度に着手した。受益地は，二級河
川雄武川を含む中小河川流域にあって，穏やかな
波状地形を呈した台地からなり，保水性の乏しい
重粘性土壌が広く分布した無水地帯である。また，
かんがい期間中の降水量も少なく，干ばつ被害が
頻発し営農を阻害している。

このため，本事業で，雄武川支流イソサム川に
雄武ダムを建設して，畑地かんがい用水を確保し，
用水路（25条，96km）を整備するとともに，関

連事業により支線用水路及び末端かんがい施設を
整備し，土地生産性の向上，農作業の効率化を図
り，農業経営の安定，地域農業の振興に資するも
のである。
地区は雄武中央（一期）地区が平成20年度，雄

武中央（二期）地区が平成21年度完了に向けて事
業が進められており，平成20年度までの用水路の
進捗率は雄武中央（一期）地区が100％，雄武中
央（二期）地区が80％で，今年度より通水試験を
随時実施していく予定となっている。本報文は，
雄武中央（一期）地区沢木送水幹線水路において
用地等の制約から林道敷地等に配管を行ったた
め，直線的な配管が不可能となり，コスト縮減の
目的でダクタイル鋳鉄管の継手による曲げ配管を
実施した際の施工管理方法について事例報告する
ものである。

２．配管設計について

盧設計条件
沢木送水幹線水路は，地区内の二級河川雄武川

より南に位置する沢木・南雄武ブロックへ用水を
供給する幹線送水路（ダクタイル鋳鉄管φ600mm）
である（図－2）。この受益地に配水するためには，
起伏の多い山間地を通過しなければならず，地権
者との調整等の結果，この山間地を通る「林道西
武線」沿いに路線を設定することとした。
この路線設定では，カーブや上り下りが連続し

屈曲箇所が多く存在する。
管路曲線布設については，『土地改良計画設計

基準　設計「パイプライン」』（以下『設計基準』
という）「技術書」（9．7．5）において，「屈曲や
分岐個所は，パイプラインの弱点となりやすく，

【報　文】

ダクタイル鋳鉄管の継手による曲げ配管について

木　村　　　聡＊ 飯　山　智　弘＊＊ 草　野　聡　也＊＊＊

（Satoshi KIMURA） （Tomohiro IIYAMA） （Souya KUSANO）
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図－1 位置図



したがって，漏水事故のおそれが多いので，ここ
には条件に適合する曲管，T字管等の異形管を使
用しなければならない。なお，可とう性継手を用
いた管路の曲線布設は原則として行わないものと
する。」と記載されている。このため，カーブの
連続する路線計画では，通常小さな角度の曲管を
並べていく曲線配管を行うことから，曲管数が多
くなり事業費用が高価となってしまう。
一方，小さい屈曲点を可とう性継手で設計する

配管（曲げ配管）は，既製品の組合せ配管を行う
小口径管路及びトンネル内配管等で採用されてい
る。本施工区間においては，コスト縮減の観点か
ら曲げ配管の検討を行うこととし，曲げ配管の課
題とされている継手屈曲角度の厳密な施工管理方
法の比較検討を行いながら，曲げ配管での施工を
検討することとした。
盪配管方法及びコストの比較
図－3は，従来どおり直管と曲管の組み合わせ

による配管と管の継手（継輪）を使用した曲げ配
管との比較図である。後者は，直管が若干多くな
るものの，曲管が継輪に変わることによる経済性
が大きく反映され，曲げ配管は従来配管と比較し
て経済的な配管となる。
蘯配管実験
設計上の経済比較においては，直管と継輪を用

いた曲げ配管が経済的であるが，実際にこのよう
な管の組み合わせとする配管施工が可能であるか
確認するため，モデル的に地上配管の布設実験を
行った（写真－1）。
この結果，図－4に示すように継輪の両側の管

を接合する押輪の間隔にばらつきが生じることか
ら，継輪単位での屈曲角度が同じでも継輪の両側
で屈曲角度を同一に施工することが困難であり
（例：継輪片側が2°，もう片方が1°となる）許容

屈曲角度（1°30′）以内での施工が困難であるこ
とから，実際の施工を考慮すると問題があること
がわかった。
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図－2 沢木送水幹線水路施工区間

図－3 従来配管と曲げ配管の比較

○曲管を使用した配管例

○管の継手（継輪）を使用した配管例（曲げ配管）

写真－1 地上配管実験

注）（　）数字は押輪の間隔，（　）無し数字は継輪の継ぎ手間隔を示す。（単位：mm）

図－4 地上配管実験結果
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盻配管設計の見直し
地上配管実験の結果，継輪単位での屈曲角度が

同じでも継輪の両側で屈曲角度を同一に施工する
ことが困難であったため，直管と継輪を用いた配
管は，配管方法の選択対象から除外し，直管の継
手箇所のみで曲げ配管を行うように配管方法の見
直しを行った。
見直しの結果，曲線半径が137m以上の曲線区

間では曲げ配管が可能であるが，それ以下の曲線
では，継手の許容屈曲角度の範囲では所定の曲率
半径を確保出来ず，従来どおりの曲管の組み合わ
せによる配管となり（表－1），曲線の連続する区
間L＝1,138mの曲線箇所数22箇所のうち，7箇所
について曲げ配管，残りの15箇所については従来
の工法で施工することとなった。その結果，対象
区間において経済性を比較すると，従来の工法よ
り9,403千円のコスト縮減が可能となった（表－2）。

３．施工管理について

盧施工管理方法の検証
管の接合に係る施工管理は，ダクタイル鋳鉄管

の水密性を確保するために非常に重要な管理項目
である。現在の曲げ配管における施工管理は，管
の挿口に表示されている白線管理により行うもの
としているが，連続して曲げ配管を行う場合には
多少の誤差でも積み重なり大きな誤差を招きかね

ないため，継手の屈曲角度を如何に正確に測定す
るかが重要となる。このため，以下の3つの屈曲
角度測定方法で検討を行った。
①屈曲角度測定器
屈曲角度測定器（写真－2）を用いて測定する

方法は，先端にデジタルゲージの付いた本体を配
管済みの管に，測定プレートを配管しようとする
管にレーザー水準器によりそれぞれの管頂の管軸
上に正確に据え付け，本体のアームを延ばす前と
延ばした後でそれぞれ測定プレートまでの距離a，
bを測定し，測定アームの伸びLと伸びLに対する
測定プレートまでの距離の差分（b－a）により屈
曲角度を測定する方法である（写真－3，図－5）。
なお，測定器は試作品であり15万円と高価なもの
であった。
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表－1 直管と曲管の組合せによる配管区分

表－2 従来工法と曲げ配管の経済比較 写真－2 屈曲角度測定器

図－5 屈曲角度測定器による測定方法



②白線管理法
（日本ダクタイル鋳鉄管協会推奨）
薄板ゲージを用い，通常のダクタイル鋳鉄管の

挿口に表示されている白線による管理を行い，管
の受口からの左右の白線の間隔差により屈曲角度
を測定する方法である（写真－4）。①の屈曲角度
測定器が高価な測定器を使用するのに対して，こ
の方法は特別な測定器具を必要としない。

③みず糸測定法
みず糸測定法は，据え付けた管の受口頂点と曲

げた管の受口頂点をみず糸で結び，中間の受口頂
点とみず糸との離れの寸法により測定する方法で
ある（図－6，写真－5）。この方法も②の白線管
理法と同様に特別な測定器具は必要としない。
盪現地試験施工による測定精度の検証
前述の3つの測定方法について測定精度の検証

を行うため，設計屈曲角度の異なる2箇所の曲げ
配管による検証を行った。測定は管1本毎にトラ

ンシットを用いて予め角度を求めた曲げ配管をそ
れぞれの測定方法にて測定し，設定角度との差を
求めた。この結果，表－3に示すとおり白線管理
法及びみず糸測定法については同程度の測定値と
なり，施工管理上十分な精度で屈曲角度を確認す
ることが出来た。
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写真－4 白線管理法による測定方法

図－6 水糸測定法による測定方法

写真－3 屈曲角度測定器による測定方法

写真－5 水糸測定方法による測定状況
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しかしながら，屈曲角度測定器については，測
定器の設置に時間を要すること，繰り返し同じ箇
所の測定を行っても測定値にかなりばらつきがあ
ることから，施工管理方法としては適当な方法で
はないと考えられる。測定値にばらつきが出る原
因は，測定器を管の中心に正確に据え付けなけれ
ばならないため，機器の据え付け誤差が測定精度
に大きく影響するためである。
蘯実施工での施工管理方法
試験施工による測定方法毎の精度検証結果に基

づき，屈曲角度測定器は測定誤差が大きいことか
ら，この方法を除いて実際の施工管理をすすめる
こととした。
施工は，試験施工と同様に，管一本毎の据え付

けをトランシットを用いて行い，白線管理法及び
ひみず糸測定法により屈曲角の測定を行いながら
施工を行った。

盻測定結果
全7曲線，延長432.92mの施工を行った結果は

図－7のとおりである。この結果，みず糸測定法
は，設計値との差が平均1′07″で測定のばらつき
も少なく，実用に十分耐えうる精度で施工屈曲角
度の確認が行えた。白線管理法は，最も一般的な
測定法で信頼度としても高い測定法であり，設計
値との差が平均6′27″と測定のばらつきも概ね
15′以内に入る結果となった。測定値のばらつき
の原因は，測定の際の読みがミリ単位であること，
管側面の正しい測定位置での測定が困難であるこ
とによる誤差であったと考えられる。測定値が突
出している箇所（図－7中の矢印で示している箇
所）については，同じ曲線内であるため測定誤差
とも考えられるが測定数が少ないため，原因を特
定するには至らなかった。
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表－3 実地試験施工結果

図－7 白線管理法及びみず糸測定法測定結果



眈曲げ配管の安全性
測定結果一覧表（表－4）のとおり，白線管理

法及びみず糸管理法両測定結果ともに施工許容屈
曲角度（1°54′32″）以内であり管水路の水密性に
対しては安全であると判断する。屈曲角度の誤差
については，北海道開発局農業土木工事仕様書
（以下「仕様書」という）にも記載がないため，
許容屈曲角度（1°30′）と仕様書の継手間隔の規
格より求めた施工許容屈曲角度（1°54′32″）の差
を許容設計屈曲角度との比率により求めた値
（27％）を設計値との誤差の幅とし，設計値
（100％）の前後27％以内（73～127％）であれば
合格と判断した。測定結果は全てこれを満たして
いることからこの曲げ配管の継手にかかる施工は
問題ないと考える。管水路の最終的な安全性の確
認は他の管水路と同様に通水試験を実施して確認
を行う予定である。

４．あとがき

現在の設計基準では，曲げ配管は原則行わない
との記述があるが，本事例では限られた敷地内で
の曲線配管という特殊条件のもとで曲げ配管を実
施したものである。
最近の情勢では，強化プラスチック複合管によ

る曲げ配管の研究が進められており，コスト縮減
に向けた動きが広がりつつある。
本報文での施工管理方法では，平面曲点しか確

認出来ず，全ての曲点に対応出来るものとはなっ
ていないが，この方法を改良していくことによっ
て，正確な施工管理のもと，同様の可とう性継手
を有する管路において，曲管の数を減らした経済
的な事業推進が期待出来る。

参考文献
1）農林水産省：土地改良事業計画設計基準　設計
「パイプライン」（1998）
2）（独）農業・食品産業技術総合研究機構　農村工
学研究所：可とう性継手による曲げ配管工法設
計施工マニュアル（暫定版）（2007）
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表－4 測定結果一覧表

注１）各IP内測定値のうち，設計角度に対する誤差の最大値である。
注２）精度：測定値と設計値との差を，設計値に対する比率としたものである。
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１．はじめに

本報では，コスト縮減等に有効な「既設開水路
を利用した管埋設工法」の概要と，その取組事例
として，南部幹線用水路における設計施工方法に
ついて報告する。
まず本報の実施地区，両総農業水利事業につい

て紹介する。本地区は，千葉県東部の利根川沿岸，
栗山川沿岸，九十九里平野に展開する受益面積
17,970ha（水田13,560ha，畑4,410ha），関係市町
村は香取市他13市町村に及ぶ地域である。本地区
における農業用用排水施設は，昭和18年度～40年

度に実施された国営土地改良事業「両総用水地区」
等により造成されたが，完成から40年以上を経て
おり老朽化が著しい。このため，平成5年度に一
部施設を対象に施設更新事業に着手し，平成10年
度の計画変更を経て，本事業は現況施設の機能維
持・回復に加え，用水管理に係る労力・費用の軽
減，維持管理の合理化，用水配分の適正化，用水
到達時間の短縮及び送水効率の向上を図るため，
幹線用水路のパイプライン化及び2路線化（東部
幹線用水路を新設）及び，集中的な水管理システ
ムを導入するものである。（図－1）

【報　文】

既設開水路を利用した管埋設工法
―両総農業水利事業　南部幹線用水路における取組事例―

木　原　伸　英＊
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１．はじめに………………………………………………28
２．既設開水路を利用した浅埋設工法の概要と有効性…29

３．南部幹線用水路における取組事例…………………30
４．おわりに………………………………………………34

目　　　次

図－1 両総農業水利事業の概要図

＊関東農政局両総農業水利事業所（Tel．0475－52－6262）



２．既設開水路を利用した浅埋設工法の概要と有
効性

本章は「農業農村整備事業品質確保・向上対策
事業　新技術等普及マニュアル　平成12年3月
社団法人　土地改良測量設計技術協会」を参考と
した。
2．1工法の概要
浅埋設工法は大きく分けて2種類あり，ひとつ

は既設開水路に埋設した管を浮上防止バンドで固
定し浅埋を可能とするもの，もうひとつは通常通
り管を布設するが埋戻材を重くすることで浅埋を
可能とするものである。両者とも埋設深が浅いこ
とから土工量が少なくなり，経済的に有利かつ施
工性が向上する。本報では本地区で実績が多くか
つより有効性が高い前者について述べる。
既設開水路を利用した浅埋設工法（以下，本工

法と呼ぶ）は，上記マニュアルでは既存施設有効
利用型管水路浅埋設工法と紹介されており，その
概要は以下のように述べられている。『既設開水
路の施設更新に当たって，用水の安定供給・維持
管理の節減を図るため，既設の開水路形式から管
水路形式にするとともに，既施設敷きの有効利用
と限られた期間（非かんがい期）において効率的
な事業進捗を図る観点から，開水路内にパイプを
新規に埋設する工法である』
2．2従来工法との比較からみた有効性
次に，①経済性，②施工性，③社会性に優れて

いるといわれている本工法について，従来工法
（既設水路撤去＋土留工）との比較（表－1）から
その有効性を述べる。

①経済性
既設水路撤去及び鋼矢板土留がなく土工量及び

仮設工が縮減可能であるので，水路の点検・補修
や浮上防止バンド等を勘案しても，本工法が経済
的に有利となりやすい。
②施工性
上記と同様な理由から，本工法は従来工法より

工期を短縮することができる。
③社会性
従来工法では既設水路を撤去するので，大量の

産業廃棄物（コンクリート塊等）が発生するが，
本工法では既設水路を有効活用するので産業廃棄
物の発生が抑制され，環境負荷が低減される。ま
た，従来工法より短期間での施工が可能となるこ
とから，用水確保の安全性が高まる。
2．3社会情勢からみた有効性
①コスト縮減の取組を継続
農林水産省は，「公共事業のコスト縮減につい

ては，全てのプロセスをコストの観点から見直し，
平成19年度までの5年間で総合コスト縮減率15％
の達成を目標とした「コスト構造改革プログラム」
等に基づき取り組みを進めてきた。（中略）本改
善プログラムでは，直接的にコストの低減に資す
る施策に加え，品質の向上に資する施策等にも取
り組み，平成24年度までの5年間で総合コスト改
善率15％の達成を目標としている。」
（農林水産省HP：
http://www.maff.go.jp/j/press/kanbo/yosan/
080402.html

「農林水産公共事業コスト構造改善について」より）
とプレスリリースしており，今後とも公共事業

のコスト縮減に取り組む。
②更新事業が増加
戦後造成した多くの施設が今後耐用年数を迎え

ることから，施設更新への需要は増加する（図－
2（平成18年度食料・農業・農村政策審議会　農
業農村整備部会企画小委員会報告「土地改良事業
における国と地方との適切な役割分担」より））。
③環境との調和に配慮が原則
平成13年に土地改良法が一部改正され，土地改

良事業は環境との調和に配慮することが原則と
なった。
以上3点の社会情勢を鑑みると，「既設水路を活

用することでコスト縮減が可能，加えて施工性・
社会性が向上する」という特徴をもった本工法は，
更新事業の増加と相まって，今後さらに重要かつ
有効な技術になると考えられる。
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表－1 本工法と従来工法の比較
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３．南部幹線用水路における取組事例

南部幹線用水路は前述したように旧国営事業に
よって造成された施設で，本事業では第2揚水機
場吐水槽から末端まで延長33.2kmを改修（パイプ
ライン化）する。南部幹線用水路の始点から
12.7km地点では，本事業において新設した東部幹
線用水路と分岐している。
両総地区においては，平成9年度に本工法の施

工技術を確立し，その後，着実に施工実績を積重
ねて現在に至っている。
以下，本工法について，南部幹線用水路におけ

る事例を報告する。工事概要のうち，本報に関連
する内容を表－2に示す。

3．1施工断面の決定
施工断面は，本工法については3断面（基礎及

び埋戻材が異なるもの），従来工法については1断
面，計4断面から比較検討した（表－3）。本工法
の3断面は，砂基礎及び埋戻土で埋め戻すもの
（①－1砂基礎），エアモルタルで180度巻き砂基礎
及び埋戻土で埋め戻すもの（①－2エアモル半巻），
基礎及び埋め戻しをすべてエアモルタルとするも
の（①－3エアモル全巻）である。従来工法の1断
面は，素堀により開削するもの（②素堀施工）で
ある。
それぞれの断面について経済性を比較すると，

①－1断面が最も安価であった。しかし，現場で
は既設水路底部の幅が約2mであるため，φ
1,650mmの管を布設すると砂基礎を転圧すること
ができない。よって本工事では2番目に安価で
あった①－2断面を採用した。
3．2本工法によるコスト縮減
本工法（①－2エアモル半巻）と従来工法（②

素堀施工）について，それぞれを採用した場合の
直接工事費を比較した。結果，本工法は従来工法
に比べて13.5％のコスト縮減となった。
3．3浮上防止対策
本工法の施工において，想定されるケース毎に

発生浮力を検討した結果，管体に最大の浮力が生
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図－2 更新時期を迎える施設の増加

資料は平成14年3月時点の調査による
注：1）受益面積100ha以上のダム，頭首工，用排水機場，農業用用排水路等の施

設が対象
2）耐用年数は，土地改良事業の経済効果算定に用いる標準耐用年数を用い，
耐用年数に達したものは更新されるものとして作成

表－2 工事概要



じるのは施工中の降雨によって管頂まで冠水した
場合であった（表－4）。浮力に対しては，管に鋼
製バンドを巻き付け，既設水路底板に取り付けた
アンカーボルトとバンドをターンバックルで締め
付けて固定した。浮上防止金具は，経済性及び施
工性から管1本に付き1箇所とし，各部材の規格は
発生浮力から決定した。模式図を図－3，設置状
況を写真－1に示す。
3．4施設機能診断
本工法は既設水路を利用するため，アンカー引

張強度に底板が耐えうるか，施工上問題となる漏

水はないか等について確認した。本節では施設機
能診断の結果及び対策について紹介する。
【結果】
底板コンクリートは，圧縮強度試験の結果，す

べて設計基準強度である21N/mm2以上であった。
水路壁は，摩耗による粗骨材の露出及びひび割

れはほとんど見られなかったが，目地部の段差及
び補修跡からの漏水が散見された。
【対策】
漏水はすべてひび割れ補修工により止水する。
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図－3 浮上防止対策模式図 写真－1 浮上防止金具設置状況

表－3 各工法の比較
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3．5排水処理計画
本工法を現場条件に適用するにあたり，新たな

検討の必要が生じたので紹介する（図－4）。
本工事の開水路区間には，左岸山間部の排水が

流入している。既設水路に管を埋設・埋戻するに
あたり，この排水処理を検討する必要が生じた。
本工法は従来，最低土被りを0.6mとし埋戻表面は
未舗装である。この場合，排水路は単断面で設置
することになるが，排水流量に対応する大きな水

路断面が必要となる（①単断面）。そこで，開水
路の既設護岸の一部を有効利用し，複断面にて排
水する（②複断面）。このとき管頂は排水路とな
るので，コンクリート張りとする。また，管上に
は自動車の通行がないことから，構造物との最小
土被り0.3mとする。
この2つの工法について経済比較した結果，②

複断面は①単断面に比べて，5.6％のコスト縮減と
なった。
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表－4 発生浮力の検討

図－4 排水処理方式の検討断面

①単断面（従来の既設水路内埋設による管埋設工法）

②複断面（本工事における採用工法）



3．6施工
本工法の施工のうち，管浮上防止工及びエアモ

ルタル基礎工について紹介する。

3．6．1管浮上防止工
【施工管理】
あらかじめアンカーを既設水路底板部に打設し

て引抜試験を行い，強度を確認する（写真－5）。

【留意点】
エアモルタル打設時に浮上金具が変動しないよ

うに，アンカープレートと底板に隙間が生じる場
合は，無収縮モルタルによる調整する等，確実な
固定が必要となる（図－5）。
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写真－2 施工前

写真－5 浮上防止アンカー引抜試験

図－5 無収縮モルタルによる調整

写真－3 施工中

写真－4 施工後
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3．6．2エアモルタル基礎工
【施工フロー】
①プラント設置工
↓・プラントの配置概要を図－6，
↓　全景を写真－6示す。
↓
②圧送管布設工
↓
③間仕切壁設置工
↓・エアモルタル充填箇所の端部及び50～60m
↓　毎に布製型枠（モルタルバック）を設置する
↓
④エアモルタル打設工
↓・エアモルタル打設量の管理は，使用材料の
↓　使用量及びプラントに設置した流量計から
↓　算出する
↓・1日当たりの打上げ高さは自重による消泡
↓　を防ぐため1m以下で180度巻部は2層で施
↓　工する
↓
⑤圧送管撤去工
↓
⑥プラント撤去工

４．おわりに

南部幹線用水路は今後も既設開水路を利用した
本工法を活用して施工を進め，平成23年度までに
末端まで完成させる予定である。本地区に限らず
ともこの先，耐用年数を迎え更新すべき用水路は
日本全国至るところで現れる。コスト縮減を図る
ことができる経済性を持ち，かつ，既設構造物の
有効活用で廃棄物を抑制するといった環境への配
慮も兼ね備えた本工法は，今後とも非常に大きな
役割を果たしていくと考えられる。
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図－6 プラント配置概要

写真－6 プラント全景
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Ⅰ．はじめに

本地区は，福井県北東部にあって，九頭竜川両
岸にまたがる福井・坂井平野に位置し米作を中心
とした地域で一大穀倉地帯を形成している。
事業は老朽化した施設（S22からS30国営事業，

S28からS47県営事業で造成）の改修と水質の悪化
（都市化・混住化による家庭排水の流入による水
質汚濁），下流部における塩害の発生（河川にお
ける塩水遡上），及び用水不足（渓流，ため池依
存）等の課題解決に向け，開水路をパイプライン
化し，用水の安定供給を図るため平成11年度より
事業に着手しているところである。その後，施設
計画や工事の制約条件により施工方法等の見直し
が必要となり，平成16年度より計画変更作業に着
手したところである。
計画変更要因としては，
①末端での安定した水圧を確保するため調圧水槽
の設置・口径の見直し
②国営末端分水工位置の変更による水路の延長増
③地震時等における二次災害防止のための緊急遮
断弁の追加等
④地盤状況や周辺住宅等への影響を考慮した施工
方法（土留工法の採用，防音壁の設置及び住宅
密集地ではシールド工法の採用）の見直し
が挙げられる。
計画変更は，本年度中に手続きを完了する予定

であるが，事業費が大幅に増嵩したことにより今
後の実施に際し，一層のコスト縮減に取り組みな
がらの工事実施が必要となっている。

Ⅱ．パイプライン布設の施工方法

本地区のパイプラインは，口径3,500mmを主と
する十郷用水路の改修をはじめ，口径2,800mmが2
連の右岸幹線用水路の改修など，大口径パイプラ
イン工事を行っている。そこで本事業のパイプラ
イン工事の施工方法について説明する。パイプラ
インを布設する際の施工方法には，オープン開削
工法，矢板工法，シールド工法，推進工法があり，
当地区で採用した工法について簡単に紹介する。
1．オープン開削工法
オープン開削工法は，当初計画で用いられてい

た基本的な工法であり，比較的安価であるため，
工法を検討する際に第一に検討される。しかしな
がら，
①大口径管を布設するため広い工事用地の確保が
必要
②ほ場を工事用地として利用する場合が多いため
地元対応や原形復旧に係る労力が多大
③地質状況によっては，地下水の影響から盤ぶく
れ対策のため止水矢板等が必要
等がデメリットとして挙げることができる。
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2．矢板工法
矢板工法は，オープン開削工法での施工が困難

な場合に用いられる。用地の条件等により制約を
受けた場合に採用されることが多い。近年，当地
区においては，周辺宅地等に隣接した区域で多く
採用している。

3．シールド工法
パイプライン化に当たって，現況水路周辺の宅

地開発が進んでいる地区や主要道路・河川を横断
する区間で，開削による施工が困難な区間につい
て，周辺の居住環境の保全や施工性からシールド
工法を採用している。（図－1）

Ⅲ．コスト縮減対策

事業を適正に実施し，投資効果を高めるため当
事業所にとってコスト縮減は至上命題であり，工
事を行う上で設計段階や実施段階における更なる
技術的工夫，現場条件にあった低コスト施工に努
めているところである。そこで，以下に当事業所
でのコスト縮減への取り組み事例を紹介する。
1．浅埋工法
パイプライン化に伴い管を埋設するが，地震時

に管が地下水の影響により浮上や蛇行を防止する
ため所定の埋設深が必要となってくる。しかしな
がら埋設深を大きくすると土工量及び基礎材が多
くなるほか，外圧が大きくなり，管厚を厚くする
必要がある。このためジオグリッドを用いること
により，管の埋設深を浅くする浅埋工法の採用に
より必要最小限の埋設深を確保し，必要な管厚を
決定している。（図－2）

ジオグリッドは，その布設幅全体で上部荷重を
受け止めることにより，管の浮上防止を図るもの
で，浅い埋設が可能となる。
浅埋工法を採用することにより①掘削埋戻土量

の減少，②管厚の低減等のメリットがあるなど，
コスト縮減が図られている。当事業所で施工した
工事では，鋼管の厚さがt＝18mmからt＝13mm
と5mm程度管厚が薄くなった例もある。
※浅埋工法とは，（独）農業工学研究所にて開発さ
れた「ジオテキスタイルによる地中構造物の浅埋
設工法」である。
2．FRPM管の曲線布設
従来は，線形を曲げる際にFRPM曲管を使用す
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写真－2 矢板工法

写真－3 シールド掘進機

図－1 シールド掘削イメージ

図－2 ジオグリッド施工



ることとしていたが，屈曲角が小さく曲線布設を
行うことが可能な角度以内（2度30分以内）であ
る場合には，曲線布設（1度以内／本）を採用す
ることにより，コスト縮減を図ってきている。
一般的に直管と曲管では，制作費の関係で曲管

の方が高価であるため，直管のみを使用し，曲線
布設することでコストを抑えることが可能となる
ものである。従来の工法ではパイプラインの線形
部において，必要な角度に加工した異形のFRPM
管を使用（図－3）していたが，曲線布設方式で
は数本のFRPM直管を1度以内に曲線布設（図－4）
することにより，所定の線形を確保するものであ
る。

3．建設発生土の利用促進
パイプラインを布設すると管本体と基礎材相当

分の建設発生土が発生する。埋戻しに必要な土量
を除き，不要な土量は通常処分するが，他に流用
できない残土については産業廃棄物となり発生残
土処理ではコストが高くなるため，処分量を少な
くするため当事業所内の各工事間での調整，県及
び市と協議を進め，関連事業である県営ほ場整備
工事や市の道路拡張工事への利用を行い，相互の
コスト縮減に努めているところである。
また，そのままの状態では埋戻土としての再利

用に適さない土砂（含水比の高い粘性土，シール
ド汚泥）は，産業廃棄物となり高額な処理費用が
必要となるため，自走式土質改良機により現地発
生土と石灰安定処理剤を混合し，改良することで
埋戻土として使用する取り組みも行っている。
4．流動化処理土による埋戻し
パイプライン等の設計は原則として設計基準や

指針により実施されているが，大口径（φ3,000㎜

を超える管）パイプラインについては実証試験や
施工実績に基づいて設計することとなっている。
当事業所では，施工に先立ち農業工学研究所と連
携し，設計施工方法の妥当性を確認することを目
的として，精密実証試験を実施した。実証試験で
は管体基礎を再生砕石（RC－40）を用いて埋戻
し，また施工支持角360°もRC－40，上部は現地
発生土で埋戻した。（図－5）

実証試験による埋戻しでは，鋼管のひずみ観測
によって，許容値ひずみ（±400μ程度）に対し，
管底部及び管側部に局所的ひずみ（－600～300μ）
が観測された。
この改善策として当事業所では流動化処理土に

よる埋戻しに取り組んだ。これは流動化処理土を
使用することにより，締固めが困難な管底側部ま
で均一な埋戻しが可能となると考えたことによる
ものである。
結果として施工支持角360°を流動化処理土によ

り埋め戻す（図－6）ことで，ひずみは±100μ程
度まで低減させることができた。（図－7）
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図－3 従来の工法

図－5 精密実証試験における埋戻し方法

図－6 流動化処理土による埋戻し

図－4 曲線布設による工法
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流動化処理土は，現地発生土を管体基礎材料と
して有効活用することが可能となるため，通常は
発生残土として処分する土砂を有効活用すること
により，コスト縮減につなげるとともに骨材の使
用を軽減することにより地域資源の保持を図りゼ
ロエミッション（産業廃棄物をなくす）の取り組
みも併せ持たせることができた。

Ⅳ．今後の対策

1．流動化処理土対策
流動化処理土は，コスト縮減だけでなく，大口

径パイプラインにおける管のひずみ等の低減や品
質管理面及び建設発生土の活用としても有効な工
法である。
しかしながら製造コストが大きくかかるため，

流動化処理土の配合割合を変更して基礎材として
使用する可能性を検討し，流動化処理土の製造コ
ストの低減を図るべく，本年度検討を行う。
2．シールド汚泥の流動化処理土への利用
当事業所では，今後，住宅地や道路・河川横断

等の対策として，シールド工法による施工を計画
しており，本事業でシールド掘進機を工事用資材
として保有し，これを補修・整備し別件工事へ転
用することでコスト縮減を図っているところであ
る。
また，シールド工事の施工に伴い発生する残土

は，産業廃棄物として高額な処理費用を支出して
いたが，福井県安全環境部廃棄物対策課の指導の
下，シールド汚泥を再生利用可能資材として位置
付け処理した。今後はシールド汚泥の流動化処理
土等への利用についても検討を進めている。具体
的には，管の埋戻し材やシールド工事の二次覆工
の間詰材としての利用が挙げられる。
ただし，福井県の「産業廃棄物の再生利用業者

の指定指針」によればシールド汚泥は，コーン指
数400kN/m2以上の強度がなければ，現場からの
搬出が認められていないため，一度改良し，固化
させなければならない等の問題もあり，福井県廃
棄物対策課等と課題処理のための協議を進めてい
るところである。

Ⅴ．おわりに

コスト縮減は，コスト構造改革プログラムに基
づくものとしてだけではなく，総事業費の低減に
よる投資効果の向上を目標とするものであるとと
もに，鋼材や油脂類の物価が上昇している今日に
おいて，更なる事業費の上昇を抑制するためにも
必要かつ重要なテーマである。このことは同様に
全ての公共事業にとって重要な課題であると言え
る。
また我々土地改良事業を推進する者として，施

設の使用及び管理する方々に，安価で使いやすい
ものを作り残すことが技術力の向上でもあり，コ
スト縮減への取り組みにつながるものであると
各々が意識し対応していくことが必要であると考
える。
今回紹介した九頭竜川下流地区でのコスト縮減

への取り組みは一つの事例であるが，同様の課題
を有する他地区への参考となれば幸いである。
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図－7 ひずみ量の比較
（左：精密実証試験，右：流動化処理土）
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１．はじめに

国営新矢作川用水土地改良事業（以下，「本事
業」という。）は，愛知県の中央部に位置する岡
崎市他4市4町にまたがる7,073haを計画受益面積
とし，旧国営事業（矢作川農業水利事業：S27～
S37，矢作川第二農業水利事業S38～S53，矢作川
総合農業水利事業S45～S63）で築造された施設が
老朽化，機能低下に伴い安定取水，安定通水の障
害となっていることから頭首工，ダム取水設備，
幹線水路等の改修を平成6年度より実施している。
幹線水路の一部区間については，愛知県水道用

水供給事業及び岡崎市水道事業との共同事業によ
り実施する水道用水との共同水路であるため，断
水を伴う施設管理・点検補修が不可能な状況にあ
り，一旦不測の事態が生じた場合，その社会的影
響は，相当大きくなることが予想された。そのた
め，共同区間の改修については，将来の通水下で
の維持管理が可能となる2連構造を採用している。
そこで本報では，この共同区間の北野幹線水路北
野Mサイホンにおける改修事例を紹介する。なお，
本報でMとは既設水路の改修区間を，Bとは新た
に築造するバイパス水路のことを指す。

２．設計上の課題

北野幹線水路は，岡崎市の市街化区域内を通過
しており，近年の都市化に伴い幹線水路の両側に

民家や商店などが建ち並び，工事に必要な仮設用
地の確保が困難なことや，騒音・振動，粉塵や沈
下など周辺住民への影響回避等が必要条件下にあ
る。

このため，北野Mサイホンは既設の北野幹線水
路内にインパイプする工法を採用し，Bサイホン
はシールド工法により実施することとした。
また，本事業では，農業用水が有していた，景

観保全機能や防火生活用水などの地域用水機能の
維持・増進を図るため，水路のパイプライン化後
の上部敷地の利用について，せせらぎ水路を整備
することにより，親水機能を持たせ，地域に密着
した水利施設の高度利用を図ることとしている。
このため地域住民の代表によるワークショップを
開催して上部利用計画の基本構想を作成し，これ
に基づき県営水環境整備事業と連携して整備を進
めることとしている。
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北野幹線水路北野Mサイホン工事における
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既設の北野幹線水路は当初，フルーム型式の用
水路として完成したが，築造後において沿線に家
屋等が密集し，ゴミ等の投棄や，子供・老人等の
転落の危険性が問題となり，その防止のため，全
線にわたってコンクリート覆工版が施工され周辺
地盤との間に段差が発生している。

そこで水路上部の敷地を有効に利用するため，
コンクリート覆工版を撤去し，既設水路の天端を
0.35m下げることとした。

３．VE検討会での設計提案

3．1 基本設計時の原案

基本設計においては，設計基準の基床厚さ0.2m
を確保し，管頂部の土被り厚さは，必要土被りが
確保出来ないため保護コンクリートを施工，土被
り0.3m＋保護コンクリート張0.15mとし，北野M
サイホンの計画断面は，図－3のとおり既設水路
内に布設可能な口径であるFRPM管φ900×2連と
した。
また，コンクリート覆工版の撤去は，ウォール

ソーにより頂版を分割切断して，産業廃棄物とし
て処理する計画とした。
3．2 VE提案
設計VE検討会では，施工性，安全性，経済性

及び維持管理に配慮し，設計条件を満足する水路
の検討及び周辺環境に配慮した施工計画の検討の
結果，以下に示す代替案をVE提案として採用し
た。
①FRPM管の配管を原案のφ900×2連からφ
1200×1連へ変更し，既設水路との空隙はエア
モルタルにて充填することで，管材料費の低減，
布設本数を減らし施工性の向上及び工期短縮を
図る。
②既設断面の側部を切断し，横方向にずらし蓋と
して再利用することで保護コンクリートの施工
が不用となり，工期短縮及び産業廃棄物発生量
の減少を図る。

3．3 管種の決定
使用する管材は，経済性，施工性，耐久性，通

水性より，FRPM管を選定した。
また，既設水路内に配管することになるが，既

設水路の頂版はゴミの投棄防止や子供・老人等の
転落防止を目的に設置したため，活荷重を考慮し
ていないため，内水圧のみに対応する薄肉管は採
用せず，5種管を選定した。
3．4 管体の構造検討
VE提案による変更後の構造においては，土地
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図－1 基本構想イメージ図

図－2 既設水路標準断面図

図－3 基本設計時の計画断面

図－4 VE提案　標準断面図



改良事業計画設計基準設計「パイプライン」に示
された管体構造計算の適用が困難と考えられるこ
とから，FEM解析による数値的な構造確認を
行った。
盧断面形状
①管種・口径：FRPMφ1200 5種管
②設計内圧：0.08Mpa
③上載荷重：T－14
④布設工法：水路内配管を行いエアモルタルを充
填する。
⑤基床厚さ：既設水路底より100mm
⑥管の布設位置：既設水路中心とする。
⑦管体構造：内外圧とも内挿管で受け持つ自立管
構造とする。
盪解析手法
解析手法は，次の条件，取扱いにより「二次元

線形弾性解析」を採用した。
①既設水路は，現在構造物として存在しているこ
とから強度を考慮しない弾性部材として取り扱
う。
②充填材は，新設する管材に及ぼす「荷重（単位
体積重量）」を作用させる目的でモデル化する
ため，強度を考慮しない弾性部材として取り扱
う。
③周辺地盤について，掘削を行わないため，その
影響による弾性荷重などは発生しない。
④本解析の目的は，FRPM管の解析であり，各物
性がFRPM管に荷重として影響を与える単位体
積重量と包含する剛性（ヤング率）でモデル化
することが妥当である。
解析モデルは，地盤及び既設水路は平面ひずみ

要素，FRPM管はビーム要素でモデル化して軸剛
性および曲げ剛性を考慮させ，FRPM管に発生す
る応力，変位を算出して検討を実施した。
蘯解析物性値
解析に使用した各物性値は以下のとおりであ

る。

盻解析ステップ
検討は表－4に示す順で行った。

Step1では，自重解析による初期応力の解析を
実施した。
Step2では，既設水路の側壁および底版は

FRPM管に影響を及ぼさないため自重を無視し，
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表－1 解析用地盤

表－2 コンクリート

表－4 検討手順

表－3 FRPM管（5種管）



－－ －－42

頂版は切断後，移動転用するため自重を考慮して
FRPM管に作用させた。エアモルタルの自重も同
様に，FRPM管に影響を及ぼす要因として考えら
れるため考慮した。
Step3では，地盤面仕上げを行い地盤物性値を

考慮した。
Step4では，管理用車両が縦断方向に走行した

場合の荷重を考慮した。
Step5では，最終ステップとして，管理用車両

と内圧を負荷させ検討した。
眈照査方法
FRPM管の照査は，許容たわみ率および許容応

力で行い，下記のとおりである。
許容たわみ率：4％以下
許容応力：108MN/m2

眇解析結果
たわみは，全てのステップにおいて鉛直変位が

卓越した結果となった。結果は表－5のとおりで
ある。

応力は，全て許容応力度以下となった。結果は，
表－6のとおりである。

また，市道横断部において，上載荷重をT－25
で横断方向に走行する場合の検討も行った。
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表－5 たわみ量とたわみ率（T-14）

表－7 たわみ量とたわみ率（T-25）

表－6 応力最大値（T-14）

図－5 ステップ2で発生した変形図（T-25）

図－6 ステップ3で発生した変形図（T-25）

図－7 ステップ4で発生した変形図（T-25）

図－8 ステップ5で発生した変形図（T-25）



眄解析結果の考察
前述の条件におけるフルームインパイプ構造に

ついて，FEMによる数値解析によると，たわみ
及び応力ともに許容値を十分満足する結果が得ら
れた。
たわみを発生させる要因としては，外圧荷重が

影響することから輪荷重を載荷させ内圧が作用し
ない状態において最大を示した。また，応力につ
いては，外圧荷重に対しては，全て圧縮応力が発
生し，内圧をかけた場合には引張応力が発生した。
いずれにおいても，許容値に対して非常に小さ

く材料品質のばらつきを考慮してもその影響は小
さいものと判断される。
また，表－9に示すとおり，各種物性を低減し

解析を行っても，許容値に対して十分余裕がある
ことが示された。

しかし，数値解析の条件としてエアモルタルは
均質で完全充填された状態を前提としており，充
填の不均一等が生じた場合は，その部分の管体に
大きな影響が出る恐れがあることから，施工に際
しては品質を確保するよう十分留意する必要があ
る。

４．エアモルタル充填における施工管理

盧充填材の選定
本工事のように住宅に囲まれ狭小な作業スペー

スでの，インパイプ工法における充填材は，一般
的にエアモルタルや流動化処理土を用いる。本工
事においては，残土は発生しないため，エアモル
タルと工場製作した流動化処理土を比較し，経済
的に有利で施工実績の多いエアモルタルを充填材
として計画した。
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表－8 応力最大値（T-25）

表－9 各種物性値を変更した場合の解析結果

載荷荷重はT-14

図－9 ステップ2のモーメント図（T-25）

図－10 ステップ3のモーメント図

図－11 ステップ4のモーメント図

図－12 ステップ5のモーメント図
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盪配合設計
本工事においては，管体自体の強度にて外荷重

に耐えうる構造であるため充填材の強度を期待す
る必要はないものの，以下の特性をもたせるため
表－10に示す配合とした。なお，混和材としては
微アルカリの微粒子混和材を用いた。
①流動性に優れる。
②ブリージングが小さく固結後の容積減少が少な
い。
③懸濁性が安定しており圧送トラブルが少ない。
④管の性能を損なう発熱（70℃）が発生しない。
⑤空気含有量は経済性及びブリージングを考慮し
て50％程度となること。

また，充填材の圧縮強度は，土木学会制定「ト
ンネル標準示方書（山岳編）・同解説」を参考と
し，一軸圧縮強度（4週）1N/mm2程度に設定した。
蘯品質確認
エアモルタルは作業ヤードに設置したミキシン

グプラントで製造を行い，その品質確認は表－11
に示す方法に基づき行った。

盻施工順序
エアモルタル充填は以下の順序で施工した。
①注入プラントの設置（写真－2）
②間仕切壁設置
1スパン（エアモルタルの注入機械の能力によ

り約60m）の配管終了後，注入材流出防止のため
に管外面と既設水路の隙間に，セメントレンガと
モルタルを用いて間仕切壁を設ける。（写真－3）
③注入孔，確認孔のコア抜き
既設水路天端に，注入孔用のコア抜きを行う。

既設水路上部より確認を行うために確認孔用のコ

ア抜きも行う。（写真－4）
④エアモルタルの注入
坑外に接地したプラントよりエアモルタルを圧

送し，既設水路天端より注入を行う。また，1ス
パンのエアモルタル注入は2日に分けて行い，確
認孔より充填状況を確認する。（写真－5，6）
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表－10 エアモルタル配合表

表－11 品質確認方法

写真－2 注入プラント設置状況

写真－3 間仕切壁設置状況

写真－4 注入孔及び確認孔削孔



眈エアモルタルの充填時の工夫
①管浮上防止固定材設置
内管布設後のエアモルタル充填に際して，浮上

防止を目的とした固定材を設置した。これは，接
合完了した管受け口の左右の既設水路底版に等辺
山形鋼をアンカーボルトで設置し，管の受け口を
管頂から押さえるように平鋼を巻き込み，ターン
バックルで締め込むことにより管を固定するもの
である。
②充填材注入
既設水路頂版に注入孔及び確認孔を削孔し充填

材注入を行った。この際，縦断勾配の低い側に注
入孔を，高い側に確認孔を設置し片押しで施工し
た。
注入は，より均等に打設できるよう複数回に分

けて行い，注入圧は圧送管の破損防止及び流出防
止等を考慮し，注入ノズルに設置した圧力計にて
0.05MPa以下にて管理した。

③目地補修
既設水路の頂版を横移動し蓋とすることによ

り，既設水路と頂版部に隙間が生じることとなる。
当初，この隙間は目地補修後にエアモルタルを注
入し，エアモルタルの流出を防ぐこととしていた
が，現場ではエアモルタルの注入後に目地補修を
することとし，これにより隙間部分に空気抜きの
機能を持たせ，完全充填を図った。

④エアモルタルの1スパンの打設回数
北野Mサイホンにおける中込注入作業のサイク

ルタイムは4日（1，2日目：管布設，3，4日目：
中込注入）としていたが，現場では管布設作業が
中込注入作業に支障とならないことから，同時並
行で行うことができた。
※通常のトンネル内のインパイプ工法は，間仕

切り壁に注入孔を設けることから管布設作業と，
中込注入作業は同時には行うことが出来ない。M
サイホンについては，注入孔が既設水路天端に設
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写真－6 エアモルタル充填確認

写真－5 エアモルタル注入

写真－7 既設水路隙間からの吹出状況

図－13 管浮上防止固定材
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置出来るので，中込注入作業は管布設作業の支障
とはならない。
よって，エアモルタルを通常1スパンに2回注入

するところを2回から4回に分けて注入することで
完全充填を図った。

５．終わりに

北野Mサイホンの設計に当たっては，設計VE
検討会を開催し，出席者のアイデアを基に設計及
び施工方法を決定した。
設計においては，φ900×2連をφ1200×1連に

変更することでコストの縮減と工期短縮を図っ
た。
施工時は，頂版を横移動し，再利用することで，
コンクリート殻の発生をゼロに抑え環境への負荷
を低減することが出来たと言えよう。

６．謝辞

北野幹線水路北野MサイホンVE検討会の出席
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１．はじめに

国営かんがい排水事業新湖北地区（以下「新湖
北地区」と言う。）は，滋賀県の琵琶湖北東部に
位置する長浜市他5町にまたがる水田4,720haの農
業地域である。（図－1）

国営湖北土地改良事業（S40～S61）（以下「旧
事業」という。）の実施により安定的な用水の確
保がなされたが，旧事業で造成された施設の老朽
化や，地区内における営農形態の変化，環境・景
観保全の必要性の増大などにより，水利用に支障
を来し始めていた。そこで，新湖北地区では，揚
水機場の増設と，老朽化した頭首工及び用水路の
改修を行っている。本報では，本地区の幹線用水
路において改修予定の現場打ちコンクリートボッ
クスカルバート暗渠（施設名称：高時幹線水路山

田暗渠，以下「山田暗渠」という。）を事例とし
て，設計におけるコスト縮減事例を紹介する。

２．山田暗渠の施設概要

山田暗渠の施設概要は表－1，図－2，図－3に
示すとおりである。現場条件としては，暗渠上部
は舗装路（農道）であり，山田暗渠の水は，防火，
消雪，洗い場等の地域用水として通年利用されて
おり，冬季の長期断水が不可能である。

【報　文】

コンクリートボックスカルバート水路改修における
軽量盛土工法によるコスト縮減

菅　野　佑　治＊

（Yuji SUGANO）
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２．山田暗渠の施設概要…………………………………47
３．機能診断結果からの問題点抽出……………………48
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表－1 施設概要表

図－2 標準断面図
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３．機能診断結果からの問題点抽出

盧機能診断結果の整理
山田暗渠の機能診断結果は表－2のとおりであ

る。目地からの漏水，断面の摩耗・剥離，鉄筋の
露出が見られる。これは経年劣化によるものと考
えられ，止水対策・断面修復が必要である。中性
化深さ，圧縮強度については特に問題は見られな

かった。
クラックについては0.2mm程度のヘアクラック

であるが，①頂版下面の縦断方向に連続してひび
割れが発生していること，②暗渠上流部の鉛直土
かぶりの大きい区間にクラック発生位置が一致し
ていることから，鉛直土かぶり荷重とひび割れの
関連性を構造計算によって明らかにした。
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図－3 山田暗渠平面断面図

表－2 機能診断結果一覧表



盪構造計算照査から見える施設の問題点
たわみ角法により，現況ボックスカルバートの

断面力を算出したところ，表－3のように土かぶ
りの大きい上流側ボックスカルバートに対する発
生応力が，鉄筋の引張応力，コンクリート圧縮応
力，コンクリートせん断応力ともに，水路の設計
基準1）に定められた鉄筋コンクリートの許容応力
度を上まわっていることがわかった。したがって，
図－4のように暗渠頂版に連続発生していたク
ラックは，鉛直土圧によって発生したものである
ことが判明した。以上の結果をまとめると，現況
施設として不安定な状態であり，改善を必要とす
る応力は，「頂版曲げモーメント」，「頂版せん断
力」，「側壁せん断力」であり，既に許容応力度を
越えてしまったボックスカルバートの強度回復を
見込むための改修工法を検討した。
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表－3 構造計算照査の結果

鉛直荷重

曲げモーメントによる
引張ひび割れ

曲げモーメントによる
引張ひび割れ

曲げモーメントによる
引張ひび割れ

図－4 既設暗渠への載荷イメージ
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４．設計におけるコスト縮減対策

盧改修工法の選定
先に述べた，頂版曲げモーメント，頂版せん断

力，側壁せん断力の3つの応力に対して安定とな
る改修工法は全面改修の他，各応力に注目した対
策の組合わせが考えられる。
①全面改修の場合
頂版クラックが発生していた暗渠上流140.1m区

間を，現況の土圧に耐えうる現場打ボックスカル
バートあるいは，二次製品ボックスカルバートに
置き換える案が挙げられる。
②各応力に注目した対策の組合わせの場合
暗渠の構造耐力不足の原因となっている鉛直土

圧を軽減させることができる工法として，軽量盛
土工法が挙げられる。暗渠上部の土を軽量な盛土
材で置き換えることにより，頂版曲げモーメント，
頂版せん断力を許容応力度内に収めることができ
る。側壁せん断力については，土かぶり6.0m以下
の区間では，許容応力度内に収めることができる
が，土かぶり6.0m以上の区間が鉛直土圧の軽減の
みでは強度の回復はできないことから，暗渠側壁
をコンクリートで増し厚する工法を併用すること
とした。なお，軽量盛土工法としては，「EPS工
法」と「HGS方法」の2案が挙げられ，これに側
壁補強工を併用し，改修工法案とした。
盪改修工法の比較検討
盧で述べた改修案について，以下のとおり比較

検討を行った。（表－4）
①更新工法について
現場打ボックスカルバートは100百万円／式，

二次製品ボックスカルバートは111百万円／式で

あり，全面更新は，現況の土かぶりに対する躯体
の必要断面が大きくなり割高となっている。施工
としては，鋼矢板により土留め工を行い，暗渠底
まで開削し，コンクリートの打設あるいは，二次
製品の据付を行う。
②軽量盛土工法について
「EPS工法＋側壁補強工」と「HGS工法＋側壁

補強工」については，「EPS工法＋側壁補強工」
が70百万円／式，「HGS工法＋側壁補強工」が119
百万円／式である。施工としては，既設暗渠の取
壊しが必要ないことから，通水したままの施工が
可能であり，現場条件を満たしている。なお，2
つの工法を比較して，HGS工法が割高になってい
るのは，現地に発泡剤のプラントの設置が必要と
なり，小規模な工事の場合割高となるためである。
これに対して，EPS工法は，工場製作の大型の発
泡スチロールブロックを用いる上，人力での設置
が可能である。したがって，これまで述べた4案
のうち，本地区への適合条件を満たしながら，最
も経済的な工法である「EPS工法＋側壁補強工」
を採用することとした。（図－5及び図－6）
蘯「EPS工法＋側壁補強工」の照査
①EPS工法について
暗渠上部の土を軽量なEPSブロックで置き換え

ることにより，暗渠の構造耐力不足の原因となっ
ている鉛直土圧を軽減させることができる。機能
診断結果から既設暗渠のコンクリート圧縮強度に
は問題がなかったため，暗渠が健全な状態に戻る
と言える。また，浮力に対する検討も行い，必要
箇所には浮力を軽減させることが可能な「浮力対
策ブロック」を採用することで，浮力に対する安
全率を確保した。
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表－4 改修工法比較表

※1 表に示す金額は，直接工事費（開削のための土留め工を含む）を示す。一式（L=140.1m）あたり。
※2 軽量盛土工法の経済性は，目地補修及び断面修復に係る費用を含む。（1.5百万円／L=140.1m）



また，EPSブロックの耐久性については，プラ
スチックを原料としており，土中の微生物による
侵食に強く，耐水性もあるため，土中における長
期使用に問題はない。また，長期の載荷における
発泡スチロール体の圧縮特性及びクリープ特性に
ついては，許容圧縮応力は弾性領域（約1.0％程度
の圧縮ひずみ領域）3）に対応する圧縮応力であり，
土圧による沈下の心配はない。よって，維持管理
は特に必要としない。
②側壁補強工及び内部補修について
土かぶり6.0m以上の区間では，EPS工法により

安定させることができる応力は，頂版に作用する
応力のみであり，水平荷重による「側壁せん断力」
に対しては強度の回復ができない。このため，側
壁補強工として，許容応力度を越える区間の暗渠
側壁に対してコンクリートで部材を15cm増し厚
することで解決した。また，暗渠内部の目地及び
断面欠損・鉄筋露出等については，目地補修及び
断面修復を行うこととした。以上から，山田暗渠
の改修工法として，「EPS工法＋側壁補強工」に
併せて，内部補修を行うこととした。

５．コスト縮減対策のまとめ

今回の事例では，機能診断調査の結果を照査し，
耐力不足部分のみを適切な補強で対応できたた
め，以下のとおりコスト縮減が図れた。
①既存施設を取り壊さず補修工法により対応でき
るため，30百万円の工事費の縮減が図られる（縮
減率30％）。
②既存施設を有効利用するため，コンクリート殻
等の産業廃棄物処理に係る費用が不要であり，4.6
百万円のコスト縮減が図られる。

６．おわりに

本報では，高時幹線水路山田暗渠の改修におけ
る設計によるコスト縮減事例を紹介した。供用後
数十年を経過したコンクリート水路でも，劣化具
合に応じた適切な措置を施してやれば，コスト縮
減にも繋がると言える。
老朽化した施設を構造的な面から診断すること

は重要であり，それを踏まえた設計をすべきであ
る。今後の課題として，劣化具合に応じた改修方
法を決定しやすくするためにも，建設当初の調
査・設計報告書等の過去の資料の保存，施設の修
復の履歴を把握しておくとともに，定期的な機能
診断が必要であると言える。

参考文献
1）農林水産省農村振興局：土地改良事業計画設計
基準・設計「水路工」基準書・技術書，
pp.290－291，pp.308，2001

2）発泡スチロール土木工法開発機構：EPS工法設
計・施工基準書（案）第一回改訂版，p.20，2007
3）発泡スチロール土木工法開発機構：EPS工法設
計・施工基準書（案）第一回改訂版，p.12－13，
2007
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EPSブロック

床板コンクリート

側壁補強工

500 5003100

4100

図－5 山田暗渠改修標準断面図
〔参考：EPS ブロック（DX-24H）〕2）

寸法：2,000mm×1,000mm×500mm，単位体積重量：0.24kN/m3，許容圧縮応力：100kN/m2

頂版部にクラックが発生している区間

側壁補強工 EPSブロック（DX-24）

浮力対策ブロック
コンクリート床板 t=110mm

敷砂 t=20mm程度

図－6 EPSブロック設置位置
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１．はじめに

NATM工法によるトンネル掘削において，一般
的にB・C等級の地山の場合，トンネルの変形は，
ほぼ弾性挙動を示し，その安定性は主に地山の亀
裂など力学的不連続面の性状に支配される。
トンネル周辺の地山が弾性体であれば，

Hoek＆Brownの式により支保部材であるロック
ボルト，吹付コンクリートについて，それぞれに
作用する耐荷力を理論計算上求める事が出来る。
これによるとロックボルトに作用する耐荷力

は，吹付けコンクリートに作用する耐荷力よりも
遙かに小さいことから，吹付けコンクリートを厚
くすることによりロックボルトを省略することが
可能となる。
本稿は，豊川用水二期西部幹線併設水路新宮工

区の小断面NATM工法による水路トンネル施工
において，吹付けコンクリートを厚くすることに
よって，ロックボルトを省略する工法について検
討，施工を行った報告である。

２．新宮工区工事の概要

豊川用水は，愛知県東南部の平野及び渥美半島
全域ならびに静岡県湖西市の地域に，農業用水・
水道用水・工業用水を供給する事業で，昭和43年
から通水を行っている。通水開始以降40年が経過

し，漏水や破損など施設の劣化が顕著になり，適
切な水配分や施設の安全性を維持することが難し
くなってきており，不測の事態が生じた場合は，
市民の生活用水はもとより，農業・工業などこの
地域の産業に深刻な打撃を与えることが予想され
る。
このため，平成11年より豊川用水二期事業によ

り水路施設を改築し，施設の安全性の回復を図る
とともに，幹線水路の複線化（併設水路の新設）
及び付帯施設の整備により，安定的な水供給と適
切な維持管理，効果的な水利用と合理的な水管理
の実現を図るものである。
豊川用水二期西部幹線併設水路新宮工区工事

は，東西分水工から下流約11.2kmに位置（図－1）
し，西部幹線併設水路24.1kmのうち1,859mの施
工を行うもので，施工内訳は153mが鋼管（φ
1,800mm）による管水路工，1,706mがNATM工
法によるトンネル区間である。
本工事は，掘削断面積が約7.0m2（掘削内径

2.4m）と小断面のため施工機械の制約があり，特
に支保部材であるロックボルトの施工に関して
は，「斜め打ちボルト」で設計を行なっている。
今回，新宮併設トンネルの大部分を占めるB・C
等級の地山に関し，工期短縮，コスト縮減の観点
から「ロックボルト省略」について検討し施工を
行なった。

【報　文】

NATM工法による水路トンネルの施工と
コスト縮減の取り組みについて
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３．NATM工法とは

3．1 NATMの定義
NATMは，岩盤または地盤中の地下空間の周辺

に円環状の支持構造体を形成しようとする工法で
ある。すなわち，地山のもつ強度を積極的に利用
し，支保構造物を最も合理的なものにしようとい
うものである。
このために適用される原理は次のとおりである。1）

○地山の地質構造的な挙動を検討する。
○適切な時期に適切な支保を施工し不都合な応力
と歪みの状態を避けること。
特にこれは断面のリングとしての閉合によって
行なうこと。閉合することによって静力学的に
効果的な安定性のある円環状の支持体が形成さ
れる。
○計測によって管理すること。
それによって許容される変形との関連において
支保構造を最適化すること。
従来のトンネル工法は，掘削された空間で地山

が緩んでくるものを支保工の耐力で支持するとい
う考え方に対し，NATM工法は，トンネル周辺地
山のもつ強度を最大限利用し，地山を緩ませない
という考え方による工法である。また，従来工法
では，覆工の背面と地山の間に矢板，支保工を介
して空隙が残ることは避けられず，覆工がせん断
破壊を引き起こす事例が発生している。吹付けコ
ンクリートの厚さが薄くても地山に密着した支保
構造が力学的に望ましいことに着目したのが
NATM工法である。
発破後に薄い吹付けコンクリートを施工し，こ

の薄い覆工の変形を測定して，地山の変化と地山

の安定について検討し，安定効果が得られた後に
コンクリート覆工を施工することが要点となって
くる。
3．2 トンネル掘削と地山の挙動
「トンネルはできるだけ地山に応力を持たせる」

「地山は緩めず，最大強度発揮時の許容変位まで
に変形をとどめる」というトンネル掘削の基本理
念はNATMだけのものではないが，NATMの独
創性は薄肉柔構造としての支保部材に反力を与え
ながら平衡状態に至るまでの変形を許すことによ
り，覆工内に過度の曲げモーメントを発生させず，
地山への反力が一様に分布することにある。
一般に地山の応力とひずみの関係はその岩盤の

遷移拘束圧より低い拘束圧の基では図－2のよう
にひずみ硬化－軟化型を示し，ひずみの軟化過程
で体積が膨張し緩みを生じる。

また，応力とひずみの関係は図－3のようにひ
ずみの速さに影響される。その後，覆工の打設に
よって変形を止められるとP点からQ点へ応力が
減少し，応力緩和が地山に生じる。
このように応力とひずみの関係を持つ地山と支

保工，あるいは覆工が複合体としてトンネル掘削
に生じるせん断応力に抵抗する。（図－4）
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図－1 位置図

図－2 地山の応力－ひずみ関係
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この複合体が破壊せず安定を保つには，作用す
るせん断力に耐え，支保工・覆工が応力緩和によ
る土圧の増大分を受け持つ構造となればよいこと
になる。

４．NATM支保部材の効果

4．1 吹付けコンクリートの役割
吹付けコンクリートは，掘削後直ちに地山に密

着し，地山を緩めない支保材料として重要な役目
を持っている。吹付けの作用効果としては大きく
分けて，力学的な効果と風化あるいは劣化を防止
する被覆効果がある。
前者については，吹付けコンクリートと地山と

の接触部付近に着目した局部的効果と，トンネル
周辺の地山全体を考えての効果に分類される。
①吹付けコンクリートと岩盤との付着力により，
吹付けコンクリートに作用する外力を地山に分
散させ，またトンネル周辺の割れ目や亀裂にせ
ん断抵抗を与え，落ちやすいキーストーンを保
持しグランドアーチをトンネル壁面近くに形成
させる。
②比較的厚い吹付けコンクリートが1個の部材と

して地山を支持するため，できるだけ早くリン
グに閉合することが望ましい。周辺地山に内圧
を与えることにより，地山を三軸応力状態に保
持し，地山の強度劣化を防止する。軟岩や土砂
地山等に作用効果が大きい。
③鋼アーチ支保工あるいはロックボルトは，土圧
をコンクリート版に伝達し，地山と一体として
挙動し，地山荷重を分散させる効果がある。
④地山の凹みを埋め，弱層をまたいで接着するこ
とにより，応力集中を防ぎ弱層を補強する効果
がある。
⑤風化防止，止水，微粒子流失防止などの被覆効
果が期待出来る。
4．2 ロックボルトの役割
ロックボルトは，地山の潜在的な欠陥を補強し，
地山のもっている強度を積極的に利用する支保工
であり，作用効果として①縫付け効果（吊り下げ
効果），②はり形成効果，③内圧効果，④アーチ
形成効果，⑤地山改良効果の5項目が挙げられる。
（表－1参照）2）

本工事では，トンネルの掘削断面積が約7m2と
小断面であり，かつ，比較的堅固な岩盤であるこ
とから，ロックボルトの作用効果としては，③内
圧効果と④アーチ形成効果に期待している。
ロックボルトの作用効果は，地山条件によって

異なるので，その設計に当たっては適切な地山評
価を行ない，ロックボルトにどの効果を期待する
かを明確にしておく必要がある。
力学的な不連続面を補強し，岩盤を一体化して

トンネルの安定を図るロックボルトの設計は，岩
盤の亀裂によって異なるが，一般に細かい不連続
面が多く存在する場合にはロックボルトを密に配
置し，その反対に亀裂が少なく個々の岩塊の大き
さが比較的大きい場合は，ロックボルトを粗く配
置する。
トンネルの安定性を支配する不連続面の位置が

わかっている場合や，岩盤の強度・変形特性の異
方性が著しいと思われる場合は，ランダム・ボル
ディングにより必要な箇所を補強すればよいが，
通常はパターンボルディングとするのが一般的で
ある。

５．ロックボルト省略の検討

水路トンネルのように，小断面で比較的早期に
吹付けコンクリートで閉合できる場合には，地山
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図－3 応力－ひずみ関係へのひずみ速さの影響

図－4 応力馬に対する覆工と地山の複合体



を押える点では吹付けコンクリートが最も重要な
役割を果たしており，ロックボルトの役割は副次
的なものと考えることができる。
小断面におけるロックボルト施工は，施工性が

悪いため，全体コストに占める割合も高く，これ
が省略可能となれば，コスト縮減効果は大きいと
考えられる。
このため，ロックボルトを省略し，吹付けコン

クリートのみで対応することについて検討するこ
ととした。
5．1 ロックボルト省略の場合の課題
ロックボルトを省略した場合には，地山変形の

進行に伴い，本来，ロックボルトが受け持つこと
となる応力を吹付けコンクリートで受け持つこと
となるため，ロックボルトが受け持つ支保圧を明
らかにするとともに，これを吹付けコンクリート
の支保耐荷圧で補えるかどうか，また，対応でき

ない場合には補完する対策を構築できるかが課題
となってくる。
また，一般に地山挙動は早期に生じるため，吹

付けコンクリートのみで対応する場合には，初期
強度に対しての安全性についても確認が必要とな
る。
5．2 代替工法の検討
新宮併設トンネルは，ボーリングデータ，過去

の実績等の資料によれば，岩質はα群に属する変
成岩（片麻岩）であって，RQD（コア長100cmの
うち，長さ10cm以上で棒状コアになっているも
のの合計をcmで表したもの）は100％に近く，ト
ンネルタイプはBタイプが主流となっている。
B・Cタイプについて総支保耐荷力をHoek＆
Brownの方法の理論計算（表－3計算式）に基づ
いて算定した結果を表－2に示す。
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表－1 ロックボルトの作用効果
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Bタイプの吹付けコンクリートをt＝50㎜→80
㎜，Cタイプの吹付けコンクリートをt＝100㎜→
150㎜とすることにより，理論計算上，ロックボ
ルトの施工なしでも当初設計から1.3以上の安全率
を確保することが可能である。ただし，これはあ
くまでも理論計算上の比較であり，地山の挙動に
関しては初期挙動値が重要となってくるため，ト
ンネルの変位を計測することにより安全性を確認
する必要がある。

６．計測による安全確認

6．1 観測・計測項目
NATMは，トンネル内空の変形を測定し，地山

の安定効果が得られた後に最終的な覆工を施工す

ることになる。このため，設計段階では地山情報
に不明確なところが多く，施工中の観察・計測に
基づいて得られた実際の周辺地山の挙動や支保部
材の効果を定量的に把握し，事前に設定した管理
基準に基づき設計・施工法の修正が不可欠である。
計測による安全確認の目的は次のとおりである。
①周辺地山の挙動を把握する。
②各支保部材の効果を確認する。
③構造物としてのトンネルの安全性を確認する。
④周辺構造物への影響を把握する。
観察・計測項目においては，設計の際に地山を

どのように評価し，支保工にどのような機能を想
定したか，さらに，個々の計測の役割と結果の活
用法を十分に考慮しなければならない。
本工事においては，今回，日常施工管理のため

に行なう項目（計測A）に追加して，地山条件に
応じて実施する項目（計測B）のうち，ロックボ
ルトの軸力測定と吹付けコンクリートの応力測定
を行なった。
6．2 計測結果に基づくロックボルト省略の判断
豊川用水総合事業部では，トンネルタイプを判

定するため，「豊川用水トンネルタイプ判定委員
会」を設けている。
委員会では，判定委員により作成された，トン

ネル掘削の種別判定記録表（表－4）に基づき，
トンネルタイプを判定している。
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表－3 Hoek＆Brownの方法による計算値

表－2 タイプ別総支保耐荷力　単位（N/mm2）



B・C等級と判定された地山のうちロックボル
トが省略出来る判断として，ロックボルトに発生
する初期軸力と吹付けコンクリートの許容応力度
の確認と地山変位が許容値内に収まるかの確認が
必要となる。
①ロックボルト軸力と吹付けコンクリートの許容
応力度
ロックボルト軸力の計測B結果（図－7）から，

ロックボルトに作用する最大軸力は計測開始0.5日
後に発生していることから，初期段階にロックボ
ルトが受け持つ支保耐荷圧を吹付けコンクリート
が支保するものとして，その時の吹付けコンク
リートにかかる増加応力をHoek＆Brownの方法
による耐荷圧計算式を用いて算定すると次のとお
りである。
従来のBタイプの場合，
初期段階のロックボルト最大軸力
T＝26kN
……B計測結果（図－3，M3，測点3）

ロックボルトが受け持つ支保耐荷圧
Psb＝T/（sc×sl）
＝2600kgf/（150×200）
＝0.087kgf/cm2

吹付けコンクリートの支保耐荷圧
Psc＝σ×（1－（ri－tc）2/ri2）/2
＝σ×（1－（120－5）2/1202）/2
＝σ×0.0408

Psb＝Pscとすると，
σ＝0.087/0.0408
＝2.13kgf/cm2＝0.22N/mm2

……吹付けコンクリートの増加圧縮強度
Bタイプの吹付けコンクリートに発生する応力

（約0.3N/mm2，図－8）に，ロックボルト受持ち
相当分（約0.2N/mm2）を加えると，約0.5N/mm2

となるが，計測開始0.5日後の吹付けコンクリート
の許容応力度が約2.5N/mm2であることから，
ロックボルトの省略は十分可能と考えられる。
②地山変位
地山の弾性係数から内空変位量，天端沈下量の

管理基準値を定め，各タイプのロックボルト有り
の変位量が管理基準値の1/2以下であった場合に
ロックボルトの省略を可能とした。
上記を踏まえ，通常タイプ（Bタイプ）の計測

結果を2日間分確認した後，ロックボルト省略型
（Boタイプ）の施工を実施した。
Bタイプの計測B結果では，ロックボルトに作

用する最大軸力は，計測開始0.5日後に発生し
（図－7），その後軸力が減少する。これは，地山
が変位しようとする動きに対しロックボルトの引
張力により抵抗していると考えられ，ロックボル
トの内圧効果や吹付けコンクリートによる外力の
分散効果によるものと考えられる。一方，ロック
ボルトを省略した場合には，初期段階でロックボ
ルトが受け持つ支保力を吹付けコンクリートが代
わって受け持つこととなるが，初期段階に最大値
を示すことはなかった。
変位量については，各タイプのロックボルト有

りの変位量が管理基準値の1/2以下でありロック
ボルトを省略しても十分安全な状況であった。
以下にBタイプの場合の測定結果及び評価を示す。
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表－4 トンネル掘削の種別判定記録表
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図－5 計測A 内空変位計測結果（Bタイプ）
評価：内空変位については3mm，天端沈下2mmでともに管理基準値（8mm）の1/2以下であった。

図－6 計測A 内空変位計測結果（Boタイプ）
評価：内空変位2mm，天端沈下3mmでともに管理基準値（8mm）の1/2以下であった。
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図－7 計測B ロックボルト軸力計測結果（Bタイプ　M1～M3）

評価：ロックボルト軸力（壁面から0.75m位置）は，天端8.8kN，左肩2.8kN，右肩4.4kNで管理基準値（40kN）以下とな
っている。
初期段階（計測開始後0.5日）で最大軸力（約26KN）が発生している。
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図－8 計測B 吹付けコンクリート応力計測結果（Bタイプ）

評価：吹付けコンクリート応力は，天端－0.06N/mm2（引張り），左肩0.2N/mm2，右肩0.63N/mm2
（3測点の平均0.26N/mm2）で管理基準値（4N/mm2）以内であった。
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6．3 ロックボルト省略における留意点
ロックボルト省略は，B計測結果に基づいた同

タイプの支保パターンで以下の点に留意して行う
必要がある。
①ロックボルトの軸力が管理基準値（40KN）を下
回る地山であること。
②吹付けコンクリートの挙動発現の耐荷力が管理
曲線（管理レベル）を下回る地山であること。
③トンネルタイプ判定結果に基づき施工するが，
切羽の地山状態が粘土の介在や湧水などの不確
定要因が少ない地山であること。
④ロックボルト省略後の計測について，管理基準
値内であるかの確認を行なうこと。
吹付けコンクリートは早期に強度が高まるもの

の，若材令には強度が低く，作用加重によっては
吹付けコンクリートに変状や破壊が生じる可能性
があり，吹付けコンクリートの安定性は吹付けコ
ンクリートの強度発現を考慮して行なう必要があ
る。

７．コスト縮減額

今回，B・C等級の地山においてロックボルト
省略の試験施工を行なったことによるコスト縮減
額は，掘削工で約432千円の増，吹付け工で約
5,243千円の増，ロックボルト工で約24,165千円の
減，トータルコストで約18,490千円（直接工事費
ベース）の減となった。
計測Bの費用を差し引いて約15,000千円の縮減

額となった。

８．工期短縮

通常，NATM工法の施工フローは，図－7のと
おりである。
今回，B・C等級の地山においてロックボルト

工を省略することにより，サイクルタイムを比較
すると，B等級の地山で1.0m/日，C等級の地山で
0.6m/日の差が生じる。
工期では，約30日間の短縮となった。
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図－9 計測B 吹付けコンクリート応力計測結果（Boタイプ）

評価：吹付けコンクリートの応力は，天端0.49N/mm2，左肩0.48N/mm2，右肩0.34N/mm2（3測点の平均0.44N/mm2）管
理基準値（3.8N/mm2）以内となっている。
ロックボルトありのBタイプよりも，若干大きな値となっている。これは，ロックボルトが負担する荷重分を吹付
けコンクリートが負担したためと考えられる。
なお，初期段階（観測開始後0.5日）の最大発生応力は，Bタイプで約0.3N/mm2，Boタイプで約0.5N/mm2となっ
ている。



９．おわりに

当該地質は，中硬岩地山であり，内空変位や天
端沈下も小さく，地山評価もB等級の地山で非常
に堅固であり，切羽も自立している
今回，新宮工区で，ロックボルト省略の試験施

工を行なった結果，吹付け厚を厚くすることによ
り，地山の変位量を抑える事が出来た。また，
ロックボルトを省略することによりコスト縮減及
び工期短縮につながった。
今後，小断面の水路トンネルにおけるNATM

の施工においては，地山が比較的堅固であれば，
吹付けコンクリート応力及びロックボルト軸力と
いった計測管理を行ない，地山の挙動が少なけれ
ばロックボルト省略施工が可能と考える。

参考文献
1）NATM工法の調査・設計から施工まで

譖地盤工学会
2）トンネル標準示方書「山岳工法編」・同解説

土木学会
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図－10 通常のNATM工法フロー
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Ⅰ．はじめに

県都大分市近郊の農村地域は，農業用資材や農
業物の流通に幹線国道を利用しているが，渋滞も
激しく交通量も多いことから，農業の効率化や地
域の活性化の面から新たな交通体系としての広域
農道が求められていた。
広域農道大分中部地区は，由布市から大分市を

経由し豊後大野市へ至る全長16.7kmの基幹農道
（図－1）であり，現在その進捗率は事業費ベース
で約80％である。

大分県は，県土の70％が中山間地域という厳し
い地形条件であり，現在施工中の大分市（旧野津
原町）工区においては，特に急峻な地形であるこ
とから，延長約400mの区間で14万立方メートルの
盛土及び1万1千平方メートルの法面を造成した。

盛土材は軟岩～中硬岩であることから，締固め
は十分であったが，豪雨によるガリ浸食対策と10
段にも及ぶ盛土法面の景観的な配慮として緑化対
策を施すこととした。
法面の緑化には多種多様な工法があるが，ここ

では，近隣工区で発生した木くずを岩砕盛土面に
チップ材として再利用した緑化工法を報告する。

Ⅱ．緑化工法の選定

緑化工法の選定に当たり法面調査を行い，土壌
硬度などのデータから「道路土工－のり面工・斜
面安定工指針」（日本道路協会）の選定フローに
従って〈厚層基材吹付t＝3cm〉を選定した。通
常は，この工法により工事を発注するところで
あったが，近隣の路床工築造工事で発生する木く
ずの処理に苦慮しているという状況から，高価な
チップ破砕機を使用するためコストの面から採用
できなかったチップ利用緑化工法との単価比較を
行うこととした。その結果，以下に示すとおり施
工単価においてもチップ緑化工法が安価であっ
た。
なお，対象箇所は盛土法面でありラス張工は不

要であるため，厚層基材吹付工はラス張工にかか
る費用を除いて比較している。

【報　文】

現地発生木質廃材を用いたリサイクル緑化工法

森　迫　光　晴＊

（Mitsuharu MORISAKO）
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Ⅲ．PRE緑化工法の特色と施工…………………………66
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Ⅴ．おわりに………………………………………………67
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＊大分県中部振興局農林基盤部（Tel．097－536－1111）

図－1



①厚層基材吹付とチップ利用緑化工法の比較

【コスト縮減額】
羽原1期施工面積×単価の差額＝縮減額
7,756m2 × 163円 ＝1,264000円

②現場発生材の産業廃棄物処理費縮減額
チップ利用緑化工法を採用した場合，近隣の工

事である16広域大分中部羽原橋梁下部工事の伐採
木が利用できるので，産業廃棄物処理費の縮減
（2,043,000円の減）ができる。

③工法変更によるコスト縮減額
チップ利用緑化工法の採用により，以下のとお

りコストが縮減される。
①＋②＝1,264,000円＋2,043,000円

＝3,307,000円
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【単価比較】

【16広域大分中部羽原橋梁下部工事の産業廃棄物処理費比較】
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Ⅲ．PRE緑化工法の特色と施工

チップ材は，大きく分けて生材として吹き付け
るものと一定期間堆肥化させてバーク材として利
用するものとがある。現地におけるチップの堆肥
化は，通常3～6ヶ月程度腐熟させる期間が必要と
なる上に，堆肥化を促進させる薬品を使用する場
合，保健所との協議が必要となり，不純物の地下
への浸透を防止する施設の設置が義務づけられ
る。生材の使用については，大分県の場合，使用
目的を現地に表示することで保健所との協議は不
要である。
ここでは集中豪雨などに対応するため早期に施

工し法面の安定化を図るため，生チップを採用す
るものとし，検討工法の2工種からラス張工が不
要なPRE緑化工法を採用することとした。
【特色】
①固結材の酵素が生チップに含まれる種子の生長
阻害物質（リグニン）を中和する。
②固結材の機能として法面勾配8分以上の緩勾配
ではラス網が不要。

【施工】
・現地破砕状況（吹き付けノズル径が1.5インチで
あることから，破砕されたチップ長は38mm以
下とする必要がある。）（写真－1）
・チップ材を定量機を経由させベルトコンベア上
で種子，結合材肥料を加えてモルタル吹付機に
投入する。（写真－2）
・圧送ホースにてノズルに送り，吹き付ける。
（写真－3）
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写真－1 現地破砕状況

写真－2 吹付材料の投入状況

写真－3 吹付状況



【この現場での特徴】
・種子選定で環境省指定の要注意外来植物（トー
ルフェスク等）を除いた。
・年度で種子を替え，周辺環境との調和具合を検
討した。

Ⅳ．これからの課題

この工法を行うにあたり，今後の課題として考
えられる点を整理してみた。
①チップ量の管理
いつ時点の体積管理が適切か？（チップは時間

経過とともに空隙が小さくなり体積が減少してい
くため，配合管理手法が統一されていない。）
②保水力の減少
緑化工法では課題となる真夏時の水分不足によ

る草本類の夏枯れ現象への対策。

Ⅴ．おわりに

技術開発が日々進み，法面の緑化工法について
もさまざまな工法が展開されてきているが，環境
に負荷をかけない，資源の有効利用，という面か
らも現地発生材を利用する工法は今後も増えてい
くであろう。そのためにも，今後は木くず発生工
事と法面工事の発注時期の調整や現場での適切な
施工品質管理が求められてくると思われる。
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写真－4 吹付完了時法面状況

写真－5 吹付法面拡大図

写真－6 施工後1年経過状況
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Ⅰ．はじめに

森林総合研究所森林農地整備センターが，島根
県浜田市，江津市及び邑智郡邑南町において実施
している邑智西部区域特定中山間保全整備事業
（図－1）は，森林，農用地及び基幹農林業用道路
などを一体的に整備することにより，森林及び農
用地が有する公益的機能の維持増進を図るととも
に，地域の特性を活かした農林業の持続的発展を
図るものである。

事業で整備する基幹農林業用道路は，江津市桜
江町小田を起点とし，邑南町日和を終点とする延
長約9km，全幅員6.0m（有効幅員5.0m）の道路で
ある。基幹農林道のNO.105～NO.108付近区間は
山間部の急斜面に位置し，道路及び河川などの交
差物件のない谷部を跨ぐように計画され，道路計
画高から谷部地山までの比高は20m，スパンは
60m程度となる。

本稿では，道路施設の一部として平成21年度に
建設予定の鋼製桟道橋の設計及び施工に向けての
留意点について報告する。

Ⅱ．設計基本条件

1．地形・地質概要
盧地形概要
当該橋梁架橋地は，江の川支流八戸川へ流入す

る宮ノ谷川沿いの標高約150mに位置する北西向
き斜面である。八戸川は標高20m前後の沖積平野
を形成するが，周辺山地は標高300～400mを有す
る。計画道路は沖積平野から宮ノ谷川沿いにこの
急斜面を上がり，切土・盛土と橋梁によって山地
上部に至る計画である。
宮ノ谷川は山地を下刻して深いV字谷を形成し

ており，谷の両側斜面勾配は40°～45°，谷底近く
は50°以上を呈する。
盪地質概況
計画地周辺は古第三紀漸新世の桜江層群とこれ

に貫入した貫入岩類が分布する。桜江層群はコー
ルドロン（火山噴火により形成された陥没カルデ
ラの割目やその内部が溶岩などの噴出物により埋
められた後，上部地層が削剥されて下部地層が地
表に現れたもの）に形成された火成岩類で，主に
流紋岩質～安山岩質の火山礫凝灰岩層，結晶質凝
灰岩層，溶結凝灰岩層によって構成される。桜江
層群に貫入する貫入岩類は，ヒン岩，安山岩，デ
イサイト，花崗岩，流紋岩～珪長岩からなり，花
崗岩以外は小規模な脈状～レンズ状岩脈をなす。
架橋地点においては，調査ボーリング結果から

確認された当箇所の地層状況は以下のとおりであ
る。
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図－1 邑智西部区域位置図



①表層は0.3m～2.2m層厚の崖錐である。
②基盤岩の岩相は花崗岩優勢混成岩，以深にデイ
サイト質岩が存在する。
なお，部分的に基盤岩の劣化（亀裂に沿って風

化が進行）が確認され，基礎杭の設計において留
意が必要である。
2．設計条件
盧一般条件
道路規格：道路構造令　第3種第4級を準用
設計速度：40㎞/hr
道路幅員：車道5.0m，路肩1.0m（0.5m×2）
荷 重 等：A活荷重，雪荷重1KN/m2

盪道路線形（橋梁区間）
平面線形：直線
縦断線形：上り7.0％
横断勾配：1.5％両勾配
蘯耐震設計上の区分等
橋の重要度の区分：A種の橋

地域区分：B（補正係数　Cz＝0.85）
地盤種別：Ⅰ種

Ⅲ．橋梁タイプの比較

当該区間の路線設計，地質調査をもとに横断部
の基本設計を行い，【第1案】単純合成鈑桁橋，
【第2案】2径間連続非合成鈑桁橋，【第3案】鋼製
桟道橋を比較検討した結果（図－2），以下の理由
により【第3案】の鋼製桟道橋（以下，桟道橋と
いう）を最適形式として選定した。
①施工条件：起点側からの片押し施工となり，桟
道橋以外は下部工設置に仮設道路が必要となるう
えに，桁の製作・運搬・架設の時間的・空間的条
件が厳しくなる。
②経済性：施工条件が困難なため，桟道橋以外は
仮設道路，架設工に要する工事費が嵩む。
③環境面への影響：桟道橋は地山掘削がほとんど
生じないため環境への影響が最も少ない。
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図－2 橋梁タイプ比較検討案
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Ⅳ．桟道橋の特徴

1．桟道橋の概要
桟道橋は，圧延H型鋼で構成される上部工（主

桁と格点桁（横桁＋格点部））と鋼管杭基礎を剛
結により一体化した構造の上に，床版（グレーチ
ング又はRC床版）を備えた構造（図－3）を持ち，
主に中山間部の急傾斜面における道路拡幅工事に
適している。

2．桟道橋技術開発の目標
桟道橋の技術は，もともと以下の点を目標に開

発されたものである。
①山間部の斜面における道路拡幅に適用できる構
造であること。
②搬送性の良い小型軽量の部材で構成されてお
り，杭の打設誤差を100mmまで吸収できる施工性
の良い接合方法であること。
③土工事量が少なく，地形や植生に与える影響が
小さいこと。
3．桟道橋工法の特徴
①杭と桁が道路方向および道路直角方向とも剛結
された立体ラーメン構造であり，活荷重や地震時
荷重に対して優れた耐荷力を有している。
②短尺軽量なプレハブ部材から構成されており，
中山間部の狭小かつ複雑な地形に対しても柔軟に
対応して設計できる。また，実現場においても部
材の運搬・架設が容易で施工性に優れている。
③大規模な掘削や埋戻しを必要とせず，残土や廃
棄物が殆ど発生しない。また，周辺地形や生態環
境に対する影響を小さくできる。
④荷重は杭により堅固な支持層に伝えられるた
め，表層の現況斜面の安定性を損なうことがなく，

地滑り地帯など盛土が困難な場所において有利。
⑤手延べ式施工により，既存道路交通を確保した
まま施工を進めることができる。（写真－1）

4．今回の設計における着目点
今回橋梁に桟道橋を採用することとした理由は

Ⅲで述べた比較結果によるものであるが，特に桟
道橋が有する以下のような特性を評価したもので
ある。
盧施工性
①本案件の場合，工期的制約から起点側からの片
押し施工で実施できる工法の選択が必須である。
また，本地点の地質条件では，通常の橋梁構造で
は深礎形式の橋台・橋脚となり，それらを施工す
るための仮設道路が必要となるが，周辺地形が非
常に急峻であることから仮設道路の設置が困難で
ある。桟道橋の場合，手延べ工法による起点部か
らの順次施工が可能である。
②桟道橋の主要部材は短尺軽量な工場製作部材で
構成されており，運搬や架設が容易である。また，
現場製作は上部工（RC床版）のみであり，型枠
に床型枠用鋼製デッキを鋼製捨型枠として使用す
ることで型枠と型枠支保工の設置，取外し作業が
不要となる。これらにより施工期間の短縮が可能
である。
③掘削作業を要するのは橋台部にあたる端部土留
擁壁のみであり，掘削規模は非常に小さい。地山
の改変が少ないことから，環境面にも優れている。
盪構造性
橋脚高が高い構造となるが，水平ブレース材

（鋼管杭中間部の筋交い）設置により立体ラーメ
ン構造として抵抗するため，構造安定性の確保は
可能である。
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図－3 桟道橋構造図

写真－1 現道確保し道路拡幅した事例



蘯維持管理
使用鋼材の大半は長期的に安定した品質を有す

る耐候性鋼材・工場塗装鋼管の使用が可能であ
る。

Ⅴ．施工計画

1．施工手順
桟道橋の施工手順は，図－4のとおりである。
2．施工フロー
桟道橋の施工フローは，図－5のとおりである。

3．施工上の留意点
盧杭打工
設計における削孔方法は，施工性，実績などを

考慮してダウンザホールハンマを採用し，削孔径
を600mmとしている。（図－6）
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図－5 施工フロー 図－6 手延べ工法による施工側面図

図－4 施工手順
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①杭打ちの精度は，その後の上部施工に大きく影
響するため慎重に施工する必要がある。なお，杭
打ちの管理値は，最大偏芯量D/4（D：杭の外径。
今回設計ではD＝500）かつ100mm以内，最大傾
斜1/100とする。本件設計の場合，最大杭長が
31m以上となるため，特に留意が必要と考えられ
る事項である。
②支持層が推定深度より浅い場合については設計
根入れ長まで杭を打設するものとし，推定深度よ
り深い場合は不足について現場溶接にて継足し，
支持層（CL級岩盤以深）に対し所定の根入れ
（支持力）を確保する。
なお，事前調査により部分的に基盤岩の劣化が

確認されている地点もあり，設計根入長を確保す
るよう，基礎杭の杭孔削孔にあたっては，削孔速
度や「くり粉（ハンマードリルの打撃と回転によ
り細かく破砕された岩石が粉状になってハンマー
を駆動したエアーにより孔外に排出されたもの）」
から基盤岩の状態を観測することで設計の支持層
厚が確保されているかについて確認が必要であ
る。
③杭頭処理は，杭の打ち止め後所定の位置で可能
な限り水平かつ平坦にガス切断し，杭頭処理を行
う。なお，切断位置の精度は±5mm以内とする。
④鋼管杭の内外面には，設計図書に示す高さまで
モルタル充填を確実に行なう。
盪鋼管杭
①鋼管杭はSKK材（JIS A5525鋼管ぐい）を塗装
使用することを前提としている。
空気中に突出する大半の部分は工場塗装（C－5

塗装系）となるが，予め各杭位置での現地盤高を
測量し，地表面より1.0m下がった位置まで塗装を
施す。（SKK材と同等の機械的品質を有する耐候
性鋼材の使用も考えられるが，製造ロットの規模
による鋼材価格，現地の気象条件，自然電位差か
ら生じるマクロセル腐食の危険性などについて十
分な検討が必要となる。）
②鋼管杭の運搬にあたっては，塗装面に傷が付か
ないよう十分注意を払う。
蘯主桁・横桁・格点桁工，水平ブレース材
①使用現場の環境条件が良好（風通しが良く，水
分接触が少ない）であり，保護性錆の形成が期待
できること，鋼材の調達も容易なことから，材質
は耐候性鋼材（SMAW）を使用する。但し，水平
ブレース材は，主桁部と比較して厳しい環境下と

なるため，工場塗装（C－5塗装系）とする。
なお，主桁端部，端横桁は塗替え塗装が困難な

ので耐久性に優れた塗装系（内面用塗装）として
D－5塗装系を施す。
②鋼材の保管にあたっては，保管期間中に平坦度
不良や表面傷などの発生により，本来保有すべき
機械的性質などの特性や品質が損なわれないよう
にする。
③突出部で現場溶接を行なう箇所については，溶
接位置に現場塗装（F－13塗装系）を施す。
盻床版工
①床版（RC床版）の型枠には床型枠用鋼製デッ
キを鋼製捨型枠として使用する予定である。これ
により型枠と型枠支保工の設置，取外し作業が不
要となるほか，足場作業の減少による安全性の向
上，施工期間の短縮が可能である。（写真－2）

②床版コンクリートは，σck＝24N/mm2以上の強
度を有するものを使用する。また，鉄筋はSD345
を使用する。
③張出し部の施工は写真－3に示す参考例のよう
な型枠支保工を作成して行なうものとし，吊り足
場を利用して型枠・支保工の設置・撤去を行う計
画である。
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写真－2 床版鋼製捨型枠の施工例

写真－3 張出し部型枠支保工の参考例



眈付帯工計画
①取付擁壁
橋梁の起・終点端部には，道路横断方向に土留

め擁壁が必要となる。計画擁壁高は，起点側で
2.5m程度，終点側で2.5m～4.8m程度であり，桟
道橋との取合いの関係から壁前面は直壁構造とす
る必要がある。また，上部に活荷重が載っても安
全な構造とする必要があり，当箇所においては前
面直壁の重力式擁壁を採用するものとした。
②根巻きコンクリート
架橋位置は谷部であるため，万一，落石等が発

生して鋼管に衝突した場合，鋼管の表面塗装が剥
がれ，その箇所から鋼管の腐食が発生する可能性
があるため，鋼管杭の表面を保護する目的から地
表面部に根巻きコンクリートを設置する計画とし
た。設置範囲は，擁壁前面となる端部の杭を除く
全杭とし，根巻きコンクリートの高さは山側地表
面から1.0m程度確保するものとした。
③流木除け工
桟道橋形式となる当橋梁は，道路方向に6m間

隔で鋼管杭を設置する計画である。橋梁中央部付
近では沢を跨いで杭を設置することとなるため，
上流側からの流下物が直接杭に当たらないように
杭配置に留意しているが，倒木等の流下に対して
上流側での防護工を設置することが望ましい。そ
こで，当箇所においては，さらに安全を図るため
橋梁上流側において流木除け工を設置する計画と
した。

Ⅵ．おわりに

桟道橋工法は山間部斜面における道路拡幅に有
利な工法として開発されたが，本事例のように片
押し施工となる独立橋梁での実績も増加してきて
いる。
工事実施は平成21年度の予定であるが，今後と

もコスト縮減を考慮しつつ設計・施工上の課題を
解決し，合理化を図っていきたいと考えている。

参考資料：
『道路保全・建設技術審査証明報告書 メタルロー
ド工法（技審証第0009号）』譛道路保全技術セン
ター
資料引用URL：
http://www.jfe-civil.com/doboku/metalroad/
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１．地区概要

本地区は，岐阜県羽島市の南部に位置し，東側
は木曽川，西側は長良川に挟まれた桑原輪中地域
に属する2,434haの地域で，東西に約4km，南北に
約10kmの水田地帯である。
地区の排水対策は，一級河川桑原川の流末に県

営用排水改良事業（昭和14年度）で小藪排水機場
が，地盤沈下対策事業（昭和32年度）で桑原排水
機場が設置されている。その後，国土交通省で新
桑原排水機場（昭和45年度設置，59年度増設），
水資源開発公団で桑原常時排水機場（平成6年度）
が設置され，現在4箇所の排水機場で長良川へ排
水している。
しかしながら，岐阜羽島駅周辺の市街化による

流出量の増加，地盤沈下の進行，施設能力の低下

等によって，既存の排水機では洪水時の排水対応
ができなくなり，近年排水状況が悪化している。
このため，小藪・桑原排水機場を廃止し，両機場
を統合した排水機場を新設する。（図－1）
【事業期間】平成15年度～22年度
【総事業費】約32億円
【受益面積】683ha
【排 水 量】12.84m3/s
【工事内容】機場工 1式

機械工 立軸斜流ポンプ
φ1,500mm 2台

上屋工 1式
除塵機工 2基
樋門樋管工 ダクタイル鋳鉄管

φ2,600mm

【報　文】

県営湛水防除事業桑原地区における
コスト縮減の取り組み事例について

今　井　　　洋＊

（Hiroshi IMAI）
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図－1 湛水防除事業桑原地区　計画一般平面図
＊岐阜県岐阜農林事務所農地整備課（Tel．058－264－1111）



２．コスト縮減の取り組み

本機場の設計に当たっては土地改良事業計画設
計基準　設計「ポンプ場」（平成9年1月）に準拠
して設計を進めるほか，平成13年2月に改訂され
た『揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解説・揚排
水ポンプ設備設計指針（案）同解説』で導入され始
めた新技術・新工法等の積極的な活用により建設
コストの縮減に取り組んだ。
特に①吸水槽のコンパクト化，②ポンプの高流

速化に伴う小口径化を図ることにより機場全体の
コンパクト化が実現し，コストの縮減に貢献して
いる。
盧新技術・新工法の積極的活用

①機場工
セミクローズ形吸水槽（図－2）は従来のオー

プン形吸水槽（図－3）に比してポンプへの接近
流速を速めることができる。
これにより，吸水槽底版高を上げることが可能

となり，また，ポンプの高流速化に伴う小型化も
相まって吸水槽のコンパクト化が実現した。
なお，流速が速くなることによる旋回流の発生

に対しては過流防止壁の設置により対応している。
②機械工
本地区で検討したポンプ形式の比較表を表－1

に示す。

本地区の排水量（1台当り6.42m3/s）に対するポ
ンプ口径は，土地改良事業計画設計基準設計「ポ
ンプ場」によるとⅠ型（従来型）のφ1,650mmと
なるが，前述したセミクローズ形吸水槽とするこ
とで，吸い込み流速を速めることが可能となり，
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図－2 セミクローズ形吸水槽

図－3 オープン形吸水槽

表－1 ポンプ形式比較表
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Ⅱ型を採用し，口径をφ1,500mmに縮小すること
ができ，弁類，配管類等の機器費も含めコスト縮
減が実現した。
なお，ポンプ比速度を高めた高比速度ポンプを

採用すればさらに安価となるが，当該地区におい
てはキャビテーションの発生により採用ができな
かった。

③上屋工
上記2点の取り組みにより，機場下部の小型化

が実現し，結果として建築面積を縮小することが
できた。（図－4）

盪河川関係技術基準等の改訂
①樋門樋管工
平成15年4月改訂の『河川構造物設計要領』に

基づき，樋管内の許容流速を緩和（2.0m3/s→
2.5m3/s）した結果，樋管断面をφ2,900mmからφ
2,600mmに縮小することができた。

３．おわりに

本稿では，実施設計段階（平成15年度）におけ
る事例のため，最新の内容とは言えませんが，取
り組みの1事例として何かの参考になれば幸いで
す。
今後は，環境への配慮も併せ，最新技術を積極

的に活用し更にコスト縮減に取り組んでいきたい
と思います。
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図－4 排水機場比較図

写真－1 桑原排水機場の施工状況
20～21年度にかけ樋管及び吐水槽工事を実施します。
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１．事業概要（地区概要）

本地区は，山形県の南部に位置し，米沢市外1
市2町にまたがる約8,825haの水田地帯であり，稲
作を中心に水田の畑利用による大豆，野菜等を組
合わせた複合経営を展開しており，東置

おき

賜
たま

地方と
呼ばれている県内有数の農業地帯である。（図－1）

本地区の基幹水利施設の水窪ダム，頭首工，揚
水機場及び用水路は，国営米沢平野土地改良事業
（昭和43年度～昭和57年度）等で造成されたが，
築造後相当の年数が経過しており，老朽化が著し
いことなどから施設の維持管理に多大な労力と経
費を要している。
また，かんがい用水は水窪ダム，一級河川最上

川，その支流の鬼面川，羽黒川等地区内河川及び
渓流水等に依存しているが，近年の営農形態の変
化及び河川流量等の減少により用水不足の状況に

あり，番水を行うなど不安定な水利用を余儀なく
されている。
このため，本事業では水窪ダム，頭首工，揚水

機場及び用水路の改修を行い，維持管理の軽減を
図るとともに，用水不足を解消するため，揚水機
場の新設，水窪ダムの貯水量の増（池敷掘削50万
m3）及び既存ため池の活用を図ることにより，用
水の安定化を図ることを目的としている。
併せて関連事業により，用水施設の整備及び区

画整理を実施することにより営農の合理化を図
り，地域の農業生産性の向上と農業経営の安定に
資するものである。

２．工事概要

本地区の主水源である水窪ダムは，堤高62m，
堤長205m，堤体積1,020千m3，総貯水量31,000千
m3の中心コア型ロックフィルダムである。本ダム
は農業用水のほか，山形県企業局との共同事業に
より水道用水及び工業用水として利用されてお
り，地域にはなくてはならない重要な施設となっ
ているが，取水設備である取水塔（制水塔含む）
は老朽化により鋼材の発錆及び手摺・タラップの
一部損傷，欠落が発生している。（写真－1，写
真－2）
また，取水設備の巻上機や凍結防止装置等の機

器類の老朽化も著しく，改修を早急に行わないと
用水の取水に支障をきたす状態にある。
そのため取水塔全体の補修や巻上機等の機器類

の改修，制水ゲートの交換，上屋の補修を本事業
により行うこととしている。
工事期間は，貯水位の最も低くなる毎年9月上

旬から12月中旬までとし，一定水位を保ちながら
平成21～24年度の4ヶ年（1年目は進入道路設置等
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設計VEによる水窪ダム改修工事のコスト縮減計画について
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の仮設工事）で行う計画である。
これらの改修においては，補修工事のための足

場の設置撤去やゲート，上屋の取り外し及び取り
付け，その他機器類等の荷下ろしに200ton及び
50tonクレーンを使用することとしている。工事
期間中にダム内の貯水位を完全に抜くことは不可
能であるため湖面上に浮かばせた台船により作業
を行うこととしている。（図－2）

このためクレーンや台船及び資材を湖面まで運
搬するための工事用道路が必要となることから，
取水塔近くの池敷法面に進入道路を建設する計画
としている。（図－3）
なお，この池敷内の法面は岩盤で急勾配である

ことから，事業計画（原案）では親杭H鋼のアン
カー式土留工法による道路（勾配24％，長さ
208m，幅9m）としている。

水と土　第155号　2008

写真－1 取水塔全景 写真－2 鋼材の発生状況

図－2 取水塔の補修工事



３．コスト縮減対策内容

池敷内へ進入する工事用道路は，取水塔工事の
期間が3年間となることから，維持管理及びコス
ト面で十分検討する必要がある。
このため実施設計を行うに当たり設計VE方式

による業務とし，安全性やコスト縮減を図るため
にVE検討会に諮ることとした。
事業計画による工法は取水塔に最も近い地点か

らの進入道路となるため，運搬距離が短くて有利
であるが，道路勾配が急であることから安全性や
経済性を考慮し，施工計画を総合的に検討するこ
ととした。
【設計VE検討会の概要】
検討会は全部で計3回開催されたが，最初のVE

検討会ではあらゆる制約を取り去った自由に発想
するステップとして討論が行われ，施工方法や進
入道路位置も既存の計画に捕らわれることなく，
広範囲な視点での考え方をすることで多くの代案
のアイデアが出された。
例えば，現設計位置での盛土による道路造成案

や現位置とは関係なく遠い位置からの進入道路造
成案，さらにはテールアルメ方式による土留工法
の変更案，道路を造らないでクレーンのみで資機
材の運搬を行う案等が各委員から提案された。
その中で最後まで残った案が，取水塔位置から

は遠く離れているが，約1km上流から進入する案
であった。
この場所は，前歴事業で原石山からの運搬道路

として使用していたと考えられる道路（湖面の外
周の県道に接している）を利用するもので，現在
は道路幅が狭く車等の進入が困難なため，新たに
切盛及び土留を行い拡幅しなければならないが，
工事費は土工の切盛と土留のふとん篭がほとんど
のため大幅に削減され，道路勾配も緩く抑えるこ
とが可能となる。（図－3）
【コスト縮減】
この場所に道路を建設した場合は，取水塔まで

資機材を運搬するのに湖面上を運搬する必要が生
じるが，曳航する費用を考慮しても現計画に対し
て大幅なコスト縮減での施工が可能と判断され
た。（表－1）
なお，取水塔の改修工事は下部から3年かけて

行うことから，施工期間中の設定貯水位を毎年変
える必要があるが，湖面水位に合わせた桟橋を設
置することにより，台船への荷下ろしが可能とな
る。また，貯水位が最も下がる初めの年は前歴事
業で使用していた道路が湖面上に現れることか
ら，これを整備して少しでも有効利用することに
より，取水塔近くまで車の搬入が可能で，曳航す
る距離が大幅に短縮される。

－－ －－79 水と土　第155号　2008

図－3 当初計画と代案計画位置図
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４．おわりに（まとめ，課題等）

【設計VEの成果】
設計VEは，VE委員を公募することによって民

間の先進的な技術や考え方を積極的に導入できる
とともに，制約条件が整備された状態の中でより
柔軟な発想で代替案を提案することが可能であ
る。
今回の検討会の中でも多くの議論がなされ，現

計画に対して大幅なコスト縮減が可能となった。
また，コストの面だけではなく施工性や工事中の
管理面についても検討されたことは大きな成果で
あった。
【二期事業に思うこと】
前歴事業で建設されたダムの工事において，仮

設計画に関する図面や資料がほとんどなかった
が，工事の記録映画や一部の写真からダム堤体ま
で資材を運搬していた道路が存置されていること
やその位置が判明したため，設計に大いに役立
だったものである。
前歴事業で残っている図書はどの工種もほとん

どが出来型図面で，当時の仮設計画に関する図面

や資料はほとんどない状況であった。
そのため工事の記録映画や建設当時に工事に係

わっていた方からの貴重な記憶のアドバイスをい
ただいたりしながら，設計の基礎資料としたもの
である。
今後の二期事業を行っていくに当たり，ダムに

限らずその他の施設の改修についても仮設計画や
土質データなどは設計施工を行ううえで大変重要
なデータであることは言うまでもない。
このようなことから，今後は工事を行ったなら

ば出来上がりの図面や資料だけ残すのではなく，
仮設計画を含めた図面や写真を後世に残していく
ことは今後の補修や改修工事に非常に役立つと考
えられる。
今は私が入省したころとは違い，資料は電子

データとして保存できることから，事業完了時に
土地改良区に膨大な資料を引き渡すこともほとん
どない時代である。
このことからも工事に係わる私たちは多くの

データを次の世代に残すことによりコスト縮減効
果も期待できるのではないか。
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表－1 コスト削減総合判定表

・機能（効果）指数は原案を100とする
・価値指数＝機能（効果）指数÷総コスト×10
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１．はじめに

建設工事で発生する建設汚泥は，建設発生土と
同様大量に発生するものの，発生のタイミング，
発生量が利用側とのタイミングが合わないことか
ら他工事間との再利用できないまま最終処分され
る場合が多いものと思われる。
建設工事において副次的に発生する建設汚泥

は，適切な処理を行うことにより，産業廃棄物で
はなく，建設資材としての再利用が可能なもので
ある。
本稿では地下ダム工事で発生する建設汚泥につ

いて，資源の有効利用やコスト縮減の観点から利
用方法の検討を報告する。

２．事業概要

国営伊江土地改良事業は，沖縄本島本部半島の
北西約9kmに位置する伊江村の農地668haを受益
として，畑地かんがいと用水改良を目的とした事
業である。（写真－1）
本地区の営農はサトウキビ，葉たばこを基幹と

し，野菜，花き（きく）等の作付けが行われてい
るものの，畑作に必要な用水は，降雨と既設ため
池に依存せざるを得なく十分な用水手当がなされ
ていないことから，農業生産が不安定であり，農
業振興の妨げとなっている。
このため，本事業により地下ダムを新設すると

ともに揚水機，用水路等を整備し，併せて関連事
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業による末端用水路等の整備を実施することによ
り，安定的なかんがい用水の確保を行い農業生産
性の向上及び農業の近代化を図り，農業経営の安
定に資するものである。

３．伊江地下ダムの概要と建設汚泥処理の現状

本地区の主要水源施設である伊江地下ダムは，
中生代～古生代の難透水性の伊江層を基盤とし琉
球石灰岩層を帯水層として，原位置撹拌工法
（SMW工法）にて止水壁を造成するものである。
（図－1，写真－2）

平成19年度末現在の地下ダム建設工事は，平成
16年の事業着工から，全長2,612mのうち現在
830mの施工を終え，32％の進捗となっている。
地下ダム造成時には，原位置攪拌工法の特徴か

ら大量の建設汚泥が発生する。（写真－3）離島で
の施工という地理的条件から建設汚泥を受け入れ
できる管理型最終処分場が島内にないため，資源

の有効利用やコスト縮減の観点から，建設汚泥の
再利用等を積極的に検討する必要がある。

本造成工事により発生する建設汚泥は総量約49
千m3を想定している。
発生する建設汚泥は，削孔液，セメント主体の

止水壁固化液及び破砕された琉球石灰岩が混合さ
れたもので，pH12程度の高アルカリ性を示すも
のである。
これまでは，工事で発生する建設汚泥の一部は

汚泥ピットにて養生処理を行い，環境基本法に基
づく土壌環境基準及び土壌汚染対策法に基づく特
定有害物質の含有基準を満足していることを確認
したうえで，建設汚泥再生品として構造物の埋め
戻しや道路復旧工事の路床材等に有効利用してき
ものの，建設汚泥の全量を使用する需要が島内に
なかったため島外搬出していた。
島外に搬出した建設汚泥は，セメント系固化材

の投入による中間処理（造粒固化）を行い，沖縄
本島内の区画整理地区において建設汚泥再生品と
して利用された。
一方，中間処理後の島外搬出により資源の有効

利用につながってはいるものの，バージ船による
海上輸送費等により，著しくコストの高い泥土処
理を行っているのが現状である。

４．島内利用によるコスト縮減対策検討

こうした中，伊江村役場やJAなど村内の関係機
関と調整を図った結果，島内で建設用盛土材およ
び農地への客土として建設汚泥再生品の需要が期
待できることとなった。
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図－1

写真－2 SMW機による施工状況

写真－3 固化液注入時の状況



島内での利用方法は，①本事業における盛土材，
埋戻材としての利用，②伊江村が計画している防
風林造成事業の防風垣の盛土材としての利用，③
表土不足，酸性土壌改良のための客土として利用
が想定される。
島内で有効利用する場合には，島外への搬出経

費の節減が可能となる一方，利用目的に応じた品
質の確保が求められる。
また，品質の確保に有効な処理方法を工夫する

ことで，更なる経費の節減が可能となる。

５．建設汚泥を再生利用する方法と求められる品質

建設汚泥を再生利用とする場合には「自ら利
用」，「有償譲渡」「再生利用制度の活用」等の方
法があり，想定される島内利用は，「自ら利用」
（図－2），「有償譲渡」（図－3）に該当する。
①自ら利用とは，他人に有償売却できる性状のも
のを排出事業者（占有者）自ら使用することを
いい，他人に有償で売却できないものを排出事
業者が使用することは「自ら利用」に該当しな
い。
②有償譲渡とは，建設汚泥処理物を他人に有償に
て譲渡する行為をいう。
建設汚泥再生品の品質は，「建設汚泥処理物の

廃棄物該当性の判断指針について」（平成17年7月
25日付環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部
産業廃棄物課長）の第二の一において，「物の性
状について」では，「当該建設汚泥処理物が再生
利用の用途に要求される品質を満たし，かつ飛
散・流出，悪臭の発生などの生活環境の保全上の
支障が生ずるおそれのないものであること。」と
定めれている。
なお，品質区分等は「建設汚泥処理土利用技術

基準」（平成18年6月12日付国官技第50号，国官
総第137号，国営計第41号）によるもとする。
1）品質区分（表－1）
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図－2

区分
第1種処理土
第2種処理土
第3種処理土
第4種処理土

̶ 固結強度が高く礫、砂状を呈するもの
8 0 0以上

備　考コーン指数※1，2

qc（kN/m2）

4 0 0以上
2 0 0以上

基準値

表－1 （抜粋）

＊1）所定の方法でモールドに締め固めた試料に対し，コーンペネトロメーターで測定したコーン指数（参考表－1参照）
＊2）スラリー化安定処理土の指標は，7日後の一軸圧縮強さとする。

図－3
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2）生活環境保全上の基準
・環境基本法に基づく土壌環境基準（溶出量基準）
・土壌汚染対策法に基づく特定有害物質の含有量
基準（含有量基準）
有害物質が基準値を満たしていることを証明書

等で確認する必要がある。
3）pHが高い場合の対応（中和処理を行わない場
合）
表流水，侵出水が公共用水域へ流出しないよう

に排水処理や盛土等の設計上の配慮（覆土，敷土
等）を行う必要がある。

６．中間処理の検討

中間処理方法は，建設汚泥再生品に求められる
品質等を満足する必要がある。上記品質を確保す
るために汚泥ピットで養生処理することを検討し
た。養生処理とはコンクリート張ピット内で，硬
化・乾燥させるとともに空気にふれさせる方法
（曝気）である。（写真－4）第3種処理土程度の品
質及び空気中の二酸化炭素との反応により，アル
カリ性の低減が期待できること，そして生活環境
保全上の基準を満足することを確認することで養
生処理の有効性を確認することができる。（表－2）

７．まとめ

現在，3件の造成建設工事が実施中であり，建
設汚泥処理物の活用のために，養生処理のみで達
成可能な品質，処理に必要な期間，利用方法及び
仕様を満足しない場合に必要な処理方法等を検
討・調査する必要がある。
併せて養生処理に長期間必要な場合には用地の

確保，降雨時における流出防止対策等も考慮する
必要がある。
今後とも中間処理方法を創意工夫することで島

内での有効利用及び更なるコスト縮減を目標に工
事を実施していきたい。
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写真－4 汚泥の養生状況

表－2
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１．はじめに

利根川水系の小貝川に設けられている堰で上流
から福岡堰，岡堰，豊田堰があり江戸，明治の時
代には関東三大堰と称されていました。
この時代に利根川本川全川の横断締め切りによ

る永久構造物の築造は技術的に困難，また舟運か
ら全川の構造物は不可などの理由で，他には類を
見ない大きな堰が小貝川に築造され三大堰と称さ
れたものと考えられます。
そのひとつの豊田堰では，原始は萱洗堰が作ら

れましたが，堰はしばしば破損し修理に多額の費
用を要したため，天保10年（1839年）から明治14
年までは毎年かんがい期に土砂にて小堤防を築く
築留堰を施工し，かんがい期が過ぎるとこれを切
り流すという方法をとりました。しかし，毎年莫
大な出費となるため，明治14年に木造関枠を設置
し，さらに明治34年に永久構造物として煉瓦作り
に改築され，現在は鉄筋コンクリート製の可動堰
となっています。
このように，現在では一般的に使用されている

コンクリート以前に煉瓦が堰材として使用された
期間がありました。
今回，歴史的施設としてご紹介するのは堰材と

して，この煉瓦を使用した古
こ

笊
ざる

田
た

堰
ぜき

です。
利根川周辺での煉瓦造水門が建設されたのは，

明治20年（1887）から大正10年（1921）に至る僅
か35年間ですが，古笊田堰は近世の木，竹，石，
土構造から鉄筋コンクリート構造へ移行する過渡
期に築造されたもので，衰退した煉瓦構造の姿を

留める貴重な構造物です。
この期間に多くの煉瓦構造物が築造されました

が，現存するものが少ない理由のひとつとして主
要河川の改修に伴って煉瓦施設を改修する場合，
樋門の基本設計や機能が不適応となり，改修時期
には構造形式と建材の選択肢は，コンクリートし
かなかったということもあったためと考えられま
す。大規模な樋門ほど治水や利水上の重要度が高
く，優先的にコンクリートへと改築されたので，
現在，埼玉県に残る煉瓦樋門は中小規模のものが
多いとのことです。
本堰は小規模な構造物で，白寿をむかえた現在

でも現役で水田へ用水するため，かんがい期に堰
上げ施設として機能しています。

２．堰の概要

古笊田堰は埼玉県久喜市北中曽根に位置し，備
前堀川（1級河川）に設けられており，久喜市北
中曽根地区農業集落排水処理施設から徒歩5分位
です。（図－1，写真－1）

【歴史的土地改良施設】

白寿の施設　古笊田堰

大　西　正　修＊

（Masanobu OONISHI）
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４．構造……………………………………………………87
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＊関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所
（Tel．04－7131－6951） 図－1 位置図



－－ －－86

本堰は明治42年（1909年）に竣工した煉瓦造り
の堰で，現在も左岸の水田，約50haにかんがいを
行っています。（右岸の取水口は現在使用されて
いないとのことです）
なお，堰が設けられた備前堀川の主な水源は，

利根川本川の利根大堰から見沼代用水に導水さ
れ，騎西領用水路（新川用水）を経て，かんがい
に使われた後の余排水です。

３．歴史

この付近の下流側には，かつて河原井沼と呼ば
れる広大な沼沢地がありましたが，享保13年
（1728）に井沢弥惣兵衛※によって干拓され，新田
が開発されました。この時に古笊田堰は，新田へ
の新たな取水源として整備されたと考えられま
す。
この時の堰は木枠であり，堰の浮上を防ぐため

に，堰の上には重り土橋が架けられていたようで
す。
この木製の堰については言い伝えがあり，ある

お大尽が私費にて木枠の堰を築造したとのこと。
昔のことで，出水時などに堰板の操作が間に合わ
ず，越水し近傍の田畑に損害を与えたため，近所
の方がこの堰を取り壊せと迫ったところ，このお
大尽は堰の上にて大の字になり「この堰を壊すな
ら，おれを殺してからにしろ」と言い放ち，堰の
原形は存続したとのことです。
現在の古笊田堰は古笊田堰枠普通水利組合が，

県税の補助と埼玉県の技術指導を得て，建設した
もので，工事は明治41年12月1日（1908）に起工
し，明治42年3月20日（1909）に竣功しており，
総工費は7,030円86銭9厘でした。（埼玉県行政文

書　明2538－3にて保存）
その後，埼玉県で実施された大落古利根川とそ

の支川の13河川改修工事（1919～1934：備前堀川
を含む）の際に，撤去される予定でしたが，地元
の強硬な反対により難を逃れたといいます。
堰板は昭和63年に機械による巻き上げに変更さ

れていますが，その際にこぼれ落ちた煉瓦や取り
外した煉瓦を積み直した以外，補修は行っていな
いとのことです。
現在の堰の前身である木枠の堰や取壊しに対す

る地元の反対がなければ，現在の堰もなかったか
もしれません。
ともかく，約100年前の築造時の姿をそのまま

とどめている堰と考えられます。また本体以外で
も堰板を収納しておく小屋が煉瓦造りのまま現存
しており，大変珍しいことです。（写真－2）

なお，現在は備前堀土地改良区が所有し，管理
されています。
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写真－1 堰全景（下流より望む）

写真－2 格納小屋

※井沢　弥惣兵衛（いざわ　やそべえ）
承応3年（1654年）－元文3年3月（1738年）
江戸時代の治水家。紀伊国那賀郡溝ノ口村（今の和歌

山県海南市野上新）の豪農の出身。
元禄3年（1690年），徳川光貞に召し出され，紀州藩

の勘定方に就任。紀州藩主であった徳川吉宗（後の第8
代将軍）の命を受け，紀の川流域の新田開発を行う。そ
の後，享保期に全国で新田開発が進み，享保7年
（1722年）に将軍となっていた吉宗の命により灌漑や新
田開発事業に尽力した。
主な事業に，武蔵国の見沼干拓，見沼代用水開削，多

摩川改修，手賀沼の新田開発，木曽三川の改修計画，鴻
沼の干拓などがある。また，幕臣としても享保16年
（1731年）に勘定吟味役，享保20年（1735年）に美濃
国郡代に就任して活躍した。



４．構造

セメント練瓦であり煉瓦の中にセメントが施工
されており，煉瓦の支柱と前面に水切りが設置さ
れています。（写真－3，4，5）

また，古笊田堰の寸法等は以下のとおりです。
4．1 寸法
堰　長：11.5m
堰　高：2.4m
上流工：5.6m
下流工：12.0m（2段落差工あり）
4．2 基礎
基礎の工法は，地盤へ基礎杭を打ち込んでから，
杭頭の周囲に木材で枠を組み，中に砂利や栗石を
敷詰めた後に突き固めて，その上に捨コンクリー
トを打設。基礎杭には松丸太が使われています。
4．3 取水ゲート
昭和63年に堰板を手動の巻上げに変更。変更前

までは，テカギにて木製の堰板を引っかけて操作
していたとのことです。角落しに鋼製の戸当たり
を設置し鋼製の巻上機設置台が設けられていま
す。
中央3門 鋼製スライドゲート

径間：1.640m
高さ：1.400m

左右岸2門 鋼製2段ゲート
径間：1.640m
高さ：上段　0.6m

下段　0.8m
4．4 煉瓦
使用煉瓦数は47,917個。積み方にはフランドル

積み，イギリス積みなどがありますが，本堰はイ
ギリス積みが用いられています。（写真－6，7）
積み方による強度の違いはないそうです。
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写真－3 堰下流右岸より望む

写真－6 フランドル積み（富岡製紙工場）

写真－7 イギリス積み（古笊田堰）

写真－4 堰の水切り状況

写真－5 煉瓦造りの支柱状況
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製造元は当時戸田などに多数の煉瓦工場があり
よくわかりませんが，日本煉瓦製造会社を示す刻
印煉瓦（上敷免製）が近傍の施設である落合門樋
（騎西町，1903）や小針落伏越（行田市～川里町，
1914）にありますので，当時，深谷市で操業して
いた日本煉瓦製造会社かもしれません。（平成18
年6月廃業）この工場の煉瓦は，明治時代の代表
的煉瓦建築である日本銀行・東京駅などに使われ
ました。
煉瓦を使用する場合には煉瓦試験と称して，乾

燥重量と沈水重量を比較した記録が残っておりま
す。その内容は横利根閘門を例にしますと，「煉
瓦をたたくと金属音がすること。吸水率は重量の
15％を越さないこと。ただし，この試験法は乾燥
して秤量した後，24時間水中に浸し，表面の湿気
を綿布で拭き取って計ること」となっています。
当時から品質管理が行われており，本堰が現存

するのも，このような品質管理のおかげかもしれ
ません。
4．5 渡橋（管理橋）
石材を16枚（4×4）並べてあります。渡橋の

ゲート側の側面には施設名の古笊田堰，竣功年等
が彫られています。（写真－8）

4．6 取水工
左岸はφ＝800mmの管により取水されており，

右岸にはφ＝300mmの取水口が設置されています
が，現在は使用されておりません。
（写真－9，10）

５．管理状況

かんがい期は両岸の2段ゲートにより堰上げ水
位を調整していますが，中央の門もアンダーパス
にて若干の水量を流下させています。また非かん
がい期は全門開放になっています。（写真－11，12）
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写真－8 渡橋右岸より望む

写真－9 左岸取水口

写真－11 非かんがい期

写真－10 右岸取水口



６．あとがき

煉瓦造りの構造物が約100年を経ても，現役で
近傍の水田にかんがい用水を供給していることは
大変珍しいのではないでしょうか。作られた方も
100年保つとは思わなかったのではないでしょう
か。それとも100年の計を考えたのでしょうか。
現在の景観にもとけ込み非常に美しい構造物だ

と思います。九十九神という言葉を思い出しまし
た。今後も今まで以上に大切にされるのではない
でしょうか。
理事長がおっしゃるには「古笊田，本当に良く

できてると思うよ」とのことでした。なお，維持
管理の面から電動化を行いたいとのことでした。
現役の堰のため，今の管理状況に合わせた改造

は必要ですが，今の施設とどのように調和を図る
かが課題といえそうです。
写真－13は古笊田堰の稲穂が実った受益地から

の遠望です。この風景は堰が築造され約100年も
繰り返されてきたもので堰の存続を願う次第です。

７．蛇足

地名の由来は不明です。河原井沼と呼ばれる広
大な沼沢地を開発した所であり，従前は湿地であ
り笊田ではないのではと思いますが，一部沼沢に
も高台があり，水保ちが良くないとのことで，こ
のあたりの状況から笊田の地名となったのかもし
れません。
なお，関東内には北用水樋門（新利根川からの

取水用水路，前後はコンクリート三面張にて改修
済）など，まだ現役の煉瓦造りの構造物がありま
す。（写真－14）

また，古笊田堰は，土木学会の［日本の近代土
木遺産］に選定されています。

参考文献
利根川　人と技術文化（北野進，是永定美・編）
利根川水系農業水利誌（農林水産省関東農政局利
根川水系農業水利調査事務所・編集）
http://ja.wikipedia.org
http://www.pref.ibaraki.jp
http://watchizu.gsi.go.jp（地図閲覧サービス）
http://www.geocities.jp/fukadasoft
http://www.city.fukaya.saitama.jp
ご協力
（旧）古笊田堰枠土地改良区理事長　山田浩氏
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写真－12 堰上げ状況（かんがい期）

写真－14 北用水路

写真－13 古笊田下流の受益地より望む
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会 告
１．会員の募集

水と土の発行は皆様の年会費によってまかなわれています。今後とも事業地区の技術情報の交流を図
るためには会員の確保が重要となっています。会員の皆様には職場の同僚の方々に農業土木技術研究会
の成り立ちや「水と土」をPRしていただき，会員の勧誘をお願いいたします。平成20年度の年会費は
2,300円です。なお，別紙のPR版を作成しましたので会員の勧誘に活用いただければ幸いです。

２．報文投稿の募集
「水と土」は会員の皆様からの報文投稿によって支えられています。報文は以下のように様々なテーマ
が考えられますので，これを参考に皆様が担当されている事業地区の状況を報文にまとめて投稿いただ
くようお願いいたします。併せて巻末の投稿規定も参照して下さい。

３．「水と土」表紙写真の募集
農業土木技術研究会では，会誌「水と土」の表紙を飾る写真を募集しています。
あなたが撮った「美しい農村や農業生産の風景」，「地域にとけこんだ農地，農業施設」，「水・土のふ

れあい」などを表紙に使わせていただきたいと思います。以下を参考に多数の写真を応募願います。

① 事業地区の段階は，企画，調査，計画，設計，施工，管理に分けられるので，構造物の施工の
有無に関わらず，コスト縮減，創意工夫，新技術導入，環境配慮などの視点から取りまとめた報文
② ダム，トンネル，橋梁，揚排水機場等の大規模工事や長期にわたる債務負担行為工事等につい
て，調査，計画，設計，施工の各段階での検討や実績を取りまとめた報文
③ 農村工学研究所や県試験場などへの依頼研究の成果について取りまとめた報文（研究依頼先と
の連名による）
④ 土地改良技術事務所，調査管理事務所が対応している技術検討や現場支援業務について取りま
とめた報文（当該機関との連名による）
⑤ 海外派遣から帰任した職員の派遣先でのプロジェクト等について技術的見地から取りまとめた
報文
⑥ 建設会社，コンサルタント等の会員について，普及性のある事例や技術検討について取りまと
めた報文

①　写真の種類：カラープリントでサービス版より大きいサイズで提出して下さい。
②　枚数：応募点数には制限がありませんが，未発表のものに限ります。
③　応募先：研修会テキスト申し込み先に同じ
④　その他
盧 応募写真の裏面にタイトル，コメント，住所，氏名，年齢，職業，性別，写真テーマ，撮影
場所，撮影年月日を記入して下さい。
盪 原則として応募写真は返却しません。
蘯 採用された写真の版権は，農業土木研究会に属します。
盻 採否は，編集委員会で決定します。
眈 採用された場合は薄謝を進呈いたします。
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１．創立30周年を迎えた「農業土木技術研究会」
本研究会は，全国の農業土木技術者の自主的な研究会です。その歴史は，昭和28年の「コンクリート
ダム研究会」にまでさかのぼり，事業の展開方向に即して変遷してきました。現在の「農業土木技
術研究会」としても，平成11年度には設立30周年を迎えた歴史ある研究会です。

２．技術力向上に資する「農業土木技術研究会」
本研究会は，時代のニーズを反映した事業の円滑な推進に必要な技術力の向上のため，農業農村

整備事業の計画・設計・施工事例や技術的検討内容などの現場技術情報の発信と交流を一貫して展
開しています。
研究会では，現場の技術報文を中心とした会誌「水と土」を年間4回発行し会員の皆様にお届けし

ています。また，時代に即した技術的な情報を提供する研修会も開催しています。

３．会員が支える「農業土木技術研究会」
本研究会の活動は，皆様の年会費によってまかなわれています。
21世紀を迎え農業・農村の位置付けがますます重要になっている今日，本研究会に入会いただき，そ

の振興の基礎となる「農業土木技術」に根ざした研究会の活動を支えて頂ければ幸いです。会費は
2,300円です（会費は51年度より据置）。
入会の手続きは，研究会へ直接又は各職場の連絡員に会費を添えて申し込んで下さい。
申し込み様式は以下を参考にして下さい。

入会申し込み
平成　　年　　月　　日

私は農業土木技術研究会に入会します。

氏名：

職場・所属：

職場住所（会誌送付先）：〒

電話番号　　　　　　　　　　　　　 問い合わせ先：農業土木技術研究会
〒105－0004 東京都港区新橋5－34－4
農業土木会館内　ＴＥＬ 03（3436）1960

ＦＡＸ 03（3578）7176

〈農業土木技術研究会の変遷〉
昭和28年　「コンクリートダム研究会」の発足：会誌「コンクリートダム」の発刊
昭和31年　フィルダムを含めて「ダム研究会」に拡大：会誌「土とコンクリート」に変更
昭和36年　「水路研究会」の発足：会誌「水路」の発刊
昭和45年　両研究会の合併

「農業土木技術研究会」の発足：会誌「水と土」の発刊

き
り
と
り
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１．原稿には次の事項を記した「投稿票」を添えて下記に送付すること。
〒105－0004 東京都港区新橋5－34－4 農業土木会館内，農業土木技術研究会

２．「投稿票」
①　表　　題
②　本文枚数，図枚数，表枚数，写真枚数
③　氏名，勤務先，職名
④　連絡先（TEL）
⑤　別刷希望数
⑥　内容紹介（200字以内）

３．１回の原稿の長さは原則として写真・図・表を含め14,500字程度（ワープロで作成の場合，A4版10枚
程度）までとする。なお，写真・図・表はヨコ7cm×タテ5cm大を242字分として計算すること。
４．原稿はなるべくワープロで作成し，漢字は当用漢字，仮名づかいは現代仮名づかいを使用，術語は学
会編，農業土木標準用語辞典に準じられたい。数字はアラビア数字（3単位ごとにカンマ（ , ）を入れる）
を使用のこと。
５．ワープロで作成した原稿データについては，プリントアウトした原稿（写真・図・表入り）とともに
MOディスク等にて提出すること。
写真・図・表の画像データは，原稿データとは別に添付すること。なお，図・表については白黒印刷

においても判読できるように極力配慮しておくこと。
※データと違いがないかをプリントアウトした原稿で必ず確認すること。
６．手書きの原稿については，当会規定の原稿用紙を用い作成すること（原稿用紙は，請求次第送付）。ま
た，写真・図・表は本文中の挿入個所を明確に指定しておくこと。
７．原図の大きさは特に制限はないが，B4版ぐらいまでが好ましい。原図はトレーサーが判断に迷わない
よう，はっきりしていて，まぎらわしいところは注記をされたい。
８．文字は明確に書き，特に数式や記号などのうち，大文字と小文字，ローマ字とギリシャ文字，下ツキ，
上ツキ，などで区別のまぎらわしいものは鉛筆で注記しておくこと。
たとえば，

など
９．分数式は2行ないし3行にとり余裕をもたせて書くこと。
10．数表とそれをグラフにしたものとの並載せはさけ，どちらかにすること。
11．本文中に引用した文献は原典をそのまま揚げる場合は引用文に『 』を付し引用文献を本文中に
記載する。孫引きの場合は，番号を付し，末尾に原著者名：原著論文表題，雑誌名，巻；頁～頁．年号，
又は“引用者氏名，年・号より引用”と明示すること。
12．投稿の採否，掲載順は編集委員会に一任すること。
13．掲載の分は稿料を呈す。
14．別刷は，実費を著者が負担する。
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FAX宛先：農業土木技術研究会　0 3－3 5 7 8－7 1 7 6
★「水と土」をより充実したものとするため，下記様式であなたのご意見をお寄せ頂ければ幸いです。

１．本号（155号）で興味をもたれた報文について記載下さい
盧 報文タイトル：
盪 興味を持たれた具体的内容

２．本号の編集についてご意見をお聞かせ下さい

３．とりあげて欲しいテーマなど本誌に対するご意見やご要望をお書き下さい

所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：

「水と土」通信

水 と 土　　　　第 155号
発　行　所 〒105－0004 東京都港区新橋5－34－4 農 業 土 木 技 術 研 究 会

農業土木会館内 TEL 03（3436）1960 振替口座　00180－5－2891
印　刷　所 〒161－8558 東京都新宿区下落合2－6－22 一 世 印 刷 株 式 会 社

TEL 03（3952）5651

編 集 後 記

最近「畑のある生活」（伊藤志歩著）を読みました。
本屋でたまたま緑色の装丁が目についたので購入しま
した。著者は生産者を選んで農産物を購入できる直販
サイト「やさい暮らし」を運営しています
（http://www.yasai-gurashi.com/index.html）。伊
藤さんが取材した小さいこだわり農家のエピソード満
載の本です。農林水産省は環境保全型農業・有機農業
などを後押ししていますが，行政が要求する書類の作
成，記録の管理などをすることができないほど小さい
農家の話です。
「自然ってスゴイ！自然と人の命をつなぐ食べ物を
作っている農家さんってかっこいい！そんな人たちの
ために何かしたい！」（やさい暮らしホームページ）
という思いから農家と消費者の橋渡しをするサイトを
運営することに決めた伊藤さん。宅配便やインターネ
ットがしっかりと整備されている日本だから出来るサ
ービスです。
元気な生産者とその人たちが作った農産物を食べた
いと思う消費者とをつなぐ試みが存在し，お互いの商
売として成立しているのを見て元気が出ました。この

著者と農家のやっていることが本当かどうかを消費者
が信じられるのか。これがこの商売が成り立つかどう
かの分かれ目になると思います。自分のおじいちゃん，
おばあちゃんが無農薬で作ってダンボールに詰めて送
ってくれるやさいを信じられるなら，顔の見える農家
の作ったやさいとその農家がどのようにやさいを作っ
ているかをレポートしてくれる伊藤さんも信じられる
可能性もあると思います。人と人のつながりと信頼関
係で行政の出る幕をなくした興味深い試みだと思いま
す。日本の農業全部がこんな風になるとは思いません
が，何かとても大切なことがこの試みにはあるように
感じました。売り切れも当たり前，端境期には当然の
ように販売するものがなくなるという生産者の事情を
理解して，多少の不便を我慢できる。こんな消費者も
今後は出てくるのではないでしょうか。とはいえ，現
在の日本の状況ではスーパーで欲しい野菜を購入すれ
ばいいのであるので，消費者はほとんど我慢する必要
もないですが。
皆さんも一度こだわりやさいをこだわり生産者から
購入してみてはいかがでしょうか。見たことのないや
さいと出会えます。全部のやさいが美味しく料理しや
すいとは限りませんが，そのやさいをつくった生産者
と一緒で一クセも二クセもあるおもしろい野菜が多い
です。 （水資源課　寺田）
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